
[AGNHY285]
令和４年度 ７３～７４頁

都道府県名 神奈川県

団体コード １４３６６９ 復旧・復興事業経費の歳出内訳及び財源内訳（その７） 団　体　名 開成町
表番号 ８０ （単位：千円）

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11)

使  用  料 分  担  金
区 分 行 歳 出 合 計 国庫支出金 都道府県支出金 負  担  金 財 産 収 入 繰  入  金 諸  収  入 繰  越  金 地  方  債 一般財源等

手  数  料 寄  附  金

一 人 件 費 0 1

う ち 職 員 給 0 2

二 物 件 費 0 3

三 維 持 補 修 費 0 4

四 扶 助 費 0 5

五 補 助 費 等 0 6

1 0 7

2 0 8

3 0 9

4 1 0

5 1 1

六 普 通 建 設 事 業 費 1 2

1 補 助 事 業 費 1 3

2 単 独 事 業 費 1 4

3 国 直 轄 事 業 負 担 金 1 5

4 県 営 事 業 負 担 金 1 6

5 同級他団体 施行事業 負担金 1 7

6 受 託 事 業 費 1 8

(1) 補 助 事 業 費 1 9

(2) 単 独 事 業 費 2 0

七 災 害 復 旧 事 業 費 2 1

1 補 助 事 業 費 2 2

2 単 独 事 業 費 2 3

3 県 営 事 業 負 担 金 2 4

4 同級他団体 施行事業 負担金 2 5

5 受 託 事 業 費 2 6

(1) 補 助 事 業 費 2 7

(2) 単 独 事 業 費 2 8

歳
入
合
計

歳    

計 

剰 

余 

金

又

は

翌

年

度

歳

入

繰

上

充

用

金

歳

入

振

替

項

目

都 道 府 県 に 対 す る も の

同 級 他 団 体 に 対 す る も の

一部事務組合に対するもの

そ の 他 に 対 す る も の

国 に 対 す る も の



[AGNHY285]
令和４年度 ７３～７４頁

都道府県名 神奈川県

団体コード １４３６６９ 復旧・復興事業経費の歳出内訳及び財源内訳（その７） 団　体　名 開成町
表番号 ８０ （単位：千円）

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11)

使  用  料 分  担  金
区 分 行 歳 出 合 計 国庫支出金 都道府県支出金 負  担  金 財 産 収 入 繰  入  金 諸  収  入 繰  越  金 地  方  債 一般財源等

手  数  料 寄  附  金

歳
入
合
計

歳    

計 

剰 

余 

金

又

は

翌

年

度

歳

入

繰

上

充

用

金

歳

入

振

替

項

目

八 失 業 対 策 事 業 費 2 9

1 補 助 事 業 費 3 0

2 単 独 事 業 費 3 1

九 公 債 費 3 2

十 積 立 金 3 3

投 資 及 び 出 資 金 3 4

貸 付 金 3 5

繰 出 金 3 6

前 年 度 繰 上 充 用 金 3 7

歳 出 合 計 3 8

歳 入 振 替 項 目 3 9 0

4 0

歳 入 合 計 4 1

十
一

十
二

十
三

十
四

年 度 歳 入 繰 上 充 用 金 ( △ )
歳 計 剰 余 金 又 は 翌



[AGNHY286]
令和４年度 ７８～７９頁

団体コード １４３６６９ 全国防災事業経費の歳出内訳及び財源内訳（その１） 都道府県名 神奈川県

表番号 ８１ 団  体  名 開成町
(単位:千円)

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

目 的 別   二、　　　 総 　　　　　　　　務 費
行  一、 議 会 費

性 質 別
総　　　額 1．総務管理費 2．徴  税  費 4．選　挙　費 5．統計調査費 6．監査委員費

一 人 件 費 0 1

う ち 職 員 給 0 2

二 物 件 費 0 3

三 維 持 補 修 費 0 4

四 扶 助 費 0 5

五 補 助 費 等 0 6

1 国 に 対 す る も の 0 7

2 都 道 府 県 に 対 す る も の 0 8

3 同 級 他 団  体 に 対 す る も の 0 9

4 一  部 事  務  組 合 に 対 す る も の 1 0

5 そ の 他 に  対 す る  も の 1 1

六 普 通 建 設 事 業 費 1 2

1 補 助 事 業 費 1 3

2 　単 独 事 業 費 1 4

3 国  直   轄  事  業 負 担 金 1 5

4 県 営 事 業 負 担 金 1 6

5 同 級 他 団  体 施   行 事 業 負 担 金 1 7

6 受 託 事 業 費 1 8

(1) 補 助 事 業 費 1 9

(2) 単 独 事 業 費 2 0

七 災 害 復 旧 事 業 費

1 補 助 事 業 費

2 単 独 　事 業 費

3 県 営 事 業 負 担 金

4 同 級 他 団  体 施   行 事 業 負 担 金

5 受 託 事 業 費

(1) 補 助 事 業 費

(2) 単 独 事 業 費

八 失 業 対  策 事 業 費

1 補 助 事 業 費

2 単 独 事 業 費

九 公 債 費

十 積 立 金 2 1

投 資 及 び 出 資 金 2 2

3．
基本台帳費
戸籍・住民

十
一
十



[AGNHY286]
令和４年度 ７８～７９頁

団体コード １４３６６９ 全国防災事業経費の歳出内訳及び財源内訳（その１） 都道府県名 神奈川県

表番号 ８１ 団  体  名 開成町
(単位:千円)

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

目 的 別   二、　　　 総 　　　　　　　　務 費
行  一、 議 会 費

性 質 別
総　　　額 1．総務管理費 2．徴  税  費 4．選　挙　費 5．統計調査費 6．監査委員費3．

基本台帳費
戸籍・住民

貸 付 金 2 3

繰 出 金 2 4

前  年 度 繰 上 充 用 金

歳 出 合 計 2 5

国 庫 支 出 金 2 6

都 道 府 県 支 出 金 2 7

使 用 料 ・ 手 数 料 2 8

分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 2 9

財 産 収 入 3 0

繰 入 金 3 1

諸 　 収 入 3 2

繰 越 金 3 3

地 方 債 3 4

一 般   財  源 等 3 5

うち  投 資  的 経 費 充 当　 の 一 般 財 源 等 3 6

一

十
三

十
四

十
二



[AGNHY287]

令和４年度 ８０～８１頁

団体コード １４３６６９ 全国防災事業経費の歳出内訳及び財源内訳（その２） 都道府県名 神奈川県

表番号 ８２ 団  体  名 開成町

(単位：千円)

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11)

目 的 別 三、   民 生 費 四、   衛　       生 費

行

性 質 別
総 額 1.社会福祉費 2.老人福祉費 3.児童福祉費 4.生活保護費 5.災害救助費 総 額 1.保健衛生費 2.結核対策費 3. 保 健 所 費 4. 清 掃 費

一 人 件 費 0 1

う ち 職 員 給 0 2

二 物 件 費 0 3

三 維 持 補 修 費 0 4

四 扶 助 費 0 5

五 補 助 費 等 0 6

1 国 に 対 す る も の 0 7

2 都 道 府 県 に 対 す る も の 0 8

3 同 級 他 団  体 に 対 す る も の 0 9

4 一  部 事  務  組 合 に 対 す る も の 1 0

5 そ の 他 に  対 す る  も の 1 1

六 普 通 建 設 事 業 費 1 2

1 補 助 事 業 費 1 3

2 　単 独 事 業 費 1 4

3 国  直   轄  事  業 負 担 金 1 5

4 県 営 事 業 負 担 金 1 6

5 同 級 他 団  体 施   行 事 業 負 担 金 1 7

6 受 託 事 業 費 1 8

(1) 補 助 事 業 費 1 9

(2) 単 独 事 業 費 2 0

七 災 害 復 旧 事 業 費

1 補 助 事 業 費

2 単 独 　事 業 費

3 県 営 事 業 負 担 金

4 同 級 他 団  体 施   行 事 業 負 担 金

5 受 託 事 業 費

(1) 補 助 事 業 費

(2) 単 独 事 業 費

八 失 業 対  策 事 業 費

1 補 助 事 業 費

2 単 独 事 業 費

九 公 債 費

十 積 立 金 2 1

投 資 及 び 出 資 金 2 2

貸 付 金 2 3

繰 出 金 2 4

前  年 度 繰 上 充 用 金

歳 出 合 計 2 5

国 庫 支 出 金 2 6

十
一

十
二

十
三

十
四



[AGNHY287]

令和４年度 ８０～８１頁

団体コード １４３６６９ 全国防災事業経費の歳出内訳及び財源内訳（その２） 都道府県名 神奈川県

表番号 ８２ 団  体  名 開成町

(単位：千円)

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11)

目 的 別 三、   民 生 費 四、   衛　       生 費

行

性 質 別
総 額 1.社会福祉費 2.老人福祉費 3.児童福祉費 4.生活保護費 5.災害救助費 総 額 1.保健衛生費 2.結核対策費 3. 保 健 所 費 4. 清 掃 費

都 道 府 県 支 出 金 2 7

使 用 料 ・ 手 数 料 2 8

分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 2 9

財 産 収 入 3 0

繰 入 金 3 1

諸 　 収 入 3 2

繰 越 金 3 3

地 方 債 3 4

一 般   財  源 等 3 5

うち 投 資 的 経 費 充 当　 の 一 般 財 源 等 3 6



[AGNHY288]

令和４年度 ８２～８３頁

団体コード １４３６６９ 全国防災事業経費の歳出内訳及び財源内訳（その３） 都道府県名 神奈川県

表番号 ８３ 団  体  名 開成町

(単位：千円）

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10)

目 的 別 五    労    働    費 六    農    林    水    産    業    費
行 七 商 工 費

性 質 別
総 額 1.失業対策費 2. 労 働 諸 費 総 額 1. 農 業 費 2. 畜 産 業 費 3. 農 地 費 4. 林 業 費 5. 水 産 業 費

一 人 件 費 0 1

う ち 職 員 給 0 2

二 物 件 費 0 3

三 維 持 補 修 費 0 4

四 扶 助 費 0 5

五 補 助 費 等 0 6

1 国 に 対 す る も の 0 7

2 都 道 府 県 に 対 す る も の 0 8

3 同 級  他 団 体 に 対 す る も の 0 9

4 一  部 事  務  組 合 に 対 す る も の 1 0

5 そ の 他 に  対 す る  も の 1 1

六 普 通 建 設 事 業 費 1 2

1 補 助 事 業 費 1 3

2 　単 独 事 業 費 1 4

3 国  直   轄  事  業 負 担 金 1 5

4 県 営 事 業 負 担 金 1 6

5 同 級 他 団  体 施   行 事 業 負 担 金 1 7

6 受 託 事 業 費 1 8

(1) 補 助 事 業 費 1 9

(2) 単 独 事 業 費 2 0

七 災 害 復 旧 事 業 費

1 補 助 事 業 費

2 単 独 　事 業 費

3 県 営 事 業 負 担 金

4 同 級 他 団 体 施   行 事 業 負 担 金

5 受 託 事 業 費

(1) 補 助 事 業 費

(2) 単 独 事 業 費

八 失 業 対  策 事 業 費 2 1

1 補 助 事 業 費 2 2



[AGNHY288]

令和４年度 ８２～８３頁

団体コード １４３６６９ 全国防災事業経費の歳出内訳及び財源内訳（その３） 都道府県名 神奈川県

表番号 ８３ 団  体  名 開成町

(単位：千円）

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10)

目 的 別 五    労    働    費 六    農    林    水    産    業    費
行 七 商 工 費

性 質 別
総 額 1.失業対策費 2. 労 働 諸 費 総 額 1. 農 業 費 2. 畜 産 業 費 3. 農 地 費 4. 林 業 費 5. 水 産 業 費

2 単 独 事 業 費 2 3

九 公 債 費

十 積 立 金 2 4

投 資 及 び 出 資 金 2 5

貸 付 金 2 6

繰 出 金 2 7

前  年 度 繰 上 充 用 金

歳 出 合 計 2 8

国 庫 支 出 金 2 9

都 道 府 県 支 出 金 3 0

使 用 料 ・ 手 数 料 3 1

分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 3 2

財 産 収 入 3 3

繰 入 金 3 4

諸 　 収 入 3 5

繰 越 金 3 6

地 方 債 3 7

一 般   財  源 等 3 8

う ち 投 資 的 経 費 充 当　 の 一 般 財 源 等 3 9

十
一

十
二

十
三

十
四



[AGNHY289]

令和４年度 ８４～８５頁

団体コード １４３６６９ 全国防災事業経費の歳出内訳及び財源内訳（その４） 都道府県名 神奈川県

表番号 ８４ 団  体  名 開成町

（単位：千円）

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11)

目 的 別 八　　土 木 　費

行

性 質 別 総　　　額 1.土木管理費 2.道路橋りょう費 3. 河 川 費 4. 港 湾 費 (1) 街 路 費 (2) 公 園 費 (3) 下 水 道 費 6. 住 宅 費 7. 空 港 費

一 人 件 費 0 1

う ち 職 員 給 0 2

二 物 件 費 0 3

三 維 持 補 修 費 0 4

四 扶 助 費 0 5

五 補 助 費 等 0 6

1 国 に 対 す る も の 0 7

2 都 道 府 県 に 対 す る も の 0 8

3 同 級 他 団  体 に 対 す る も の 0 9

4 一  部 事  務  組 合 に 対 す る も の 1 0

5 そ の 他 に  対 す る  も の 1 1

六 普 通 建 設 事 業 費 1 2

1 補 助 事 業 費 1 3

2 　単 独 事 業 費 1 4

3 国  直   轄  事  業 負 担 金 1 5

4 県 営 事 業 負 担 金 1 6

5 同 級 他 団  体 施   行 事 業 負 担 金 1 7

6 受 託 事 業 費 1 8

(1) 補 助 事 業 費 1 9

(2) 単 独 事 業 費 2 0

七 災 害 復 旧 事 業 費

1 補 助 事 業 費

2 単 独 　事 業 費

3 県 営 事 業 負 担 金

4 同 級 他 団  体 施   行 事 業 負 担 金

5 受 託 事 業 費

(1) 補 助 事 業 費

(2) 単 独 事 業 費

八 失 業 対  策 事 業 費 2 1

1 補 助 事 業 費 2 2

2 単 独 事 業 費

九 公 債 費

十 積 立 金 2 3

投 資 及 び 出 資 金 2 4

貸 付 金 2 5

繰 出 金 2 6

5 ．   都  市  計  画  費

十
一

十
二

十
三

十

(4)区      画

整 理 費 等



[AGNHY289]

令和４年度 ８４～８５頁

団体コード １４３６６９ 全国防災事業経費の歳出内訳及び財源内訳（その４） 都道府県名 神奈川県

表番号 ８４ 団  体  名 開成町

（単位：千円）

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11)

目 的 別 八　　土 木 　費

行

性 質 別 総　　　額 1.土木管理費 2.道路橋りょう費 3. 河 川 費 4. 港 湾 費 (1) 街 路 費 (2) 公 園 費 (3) 下 水 道 費 6. 住 宅 費 7. 空 港 費

5 ．   都  市  計  画  費

(4)区      画

整 理 費 等

前  年 度 繰 上 充 用 金

歳 出 合 計 2 7

国 庫 支 出 金 2 8

都 道 府 県 支 出 金 2 9

使 用 料 ・ 手 数 料 3 0

分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 3 1

財 産 収 入 3 2

繰 入 金 3 3

諸 　 収 入 3 4

繰 越 金 3 5

地 方 債 3 6

一 般   財  源 等 3 7

うち 投 資 的 経 費 充 当　 の 一 般 財 源 等 3 8

三

十
四



[AGNHY290]

令和４年度 ８６～８７頁

団体コード １４３６６９ 全国防災事業経費の歳出内訳及び財源内訳（その５） 都道府県名 神奈川県

表番号 ８５ 団  体  名 開成町

（単位：千円）

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12)

目 的 別

行 九 消 防 費

性 質 別 総　　　額 1.教育総務費 2. 小 学 校 費 3. 中 学 校 費 4.高等学校費 5.特別支援学校費 6. 幼 稚 園 費 7.社会教育費 体育施設費等 学 校 給 食 費 9.大 学 費

一 人 件 費 0 1

う ち 職 員 給 0 2

二 物 件 費 0 3

三 維 持 補 修 費 0 4

四 扶 助 費 0 5

五 補 助 費 等 0 6

1 国 に 対 す る も の 0 7

2 都 道 府 県 に 対 す る も の 0 8

3 同 級 他 団  体 に 対 す る も の 0 9

4 一  部 事  務  組 合 に 対 す る も の 1 0

5 そ の 他 に  対 す る  も の 1 1

六 普 通 建 設 事 業 費 1 2

1 補 助 事 業 費 1 3

2 　単 独 事 業 費 1 4

3 国  直   轄  事  業 負 担 金 1 5

4 県 営 事 業 負 担 金 1 6

5 同 級 他 団  体 施   行 事 業 負 担 金 1 7

6 受 託 事 業 費 1 8

(1) 補 助 事 業 費 1 9

(2) 単 独 事 業 費 2 0

七 災 害 復 旧 事 業 費

1 補 助 事 業 費

2 単 独 　事 業 費

3 県 営 事 業 負 担 金

4 同 級 他 団  体 施   行 事 業 負 担 金

5 受 託 事 業 費

(1) 補 助 事 業 費

(2) 単 独 事 業 費

八 失 業 対  策 事 業 費

1 補 助 事 業 費

2 単 独 事 業 費

九 公 債 費

十 積 立 金 2 1

投 資 及 び 出 資 金 2 2

貸 付 金 2 3

繰 出 金 2 4

前  年 度 繰 上 充 用 金

歳 出 合 計 2 5

国 庫 支 出 金 2 6

都 道 府 県 支 出 金 2 7

使 用 料 ・ 手 数 料 2 8

8. 保 健 体 育 費

十 教 育 費

十
一
十
二

十
三

十
四



[AGNHY290]

令和４年度 ８６～８７頁

団体コード １４３６６９ 全国防災事業経費の歳出内訳及び財源内訳（その５） 都道府県名 神奈川県

表番号 ８５ 団  体  名 開成町

（単位：千円）

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12)

目 的 別

行 九 消 防 費

性 質 別 総　　　額 1.教育総務費 2. 小 学 校 費 3. 中 学 校 費 4.高等学校費 5.特別支援学校費 6. 幼 稚 園 費 7.社会教育費 体育施設費等 学 校 給 食 費 9.大 学 費

8. 保 健 体 育 費

十 教 育 費

分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 2 9

財 産 収 入 3 0

繰 入 金 3 1

諸 　 収 入 3 2

繰 越 金 3 3

地 方 債 3 4

一 般   財  源 等 3 5

うち 投 資 的 経 費 充 当　 の 一 般 財 源 等 3 6



[AGNHY291]

令和４年度 ８８～９１頁

団体コード １４３６６９ 全国防災事業経費の歳出内訳及び財源内訳（その６） 都道府県名 神奈川県

表番号 ８６ 団  体  名 開成町

（単位：千円）

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16) (17) (18) (19) (20) (21) (22)

行 総　　　額

性 質 別 総額 (1)農地 (6)その他 総額 (1)河川 (2)海岸 (3)道路 (4)港湾 (5)漁港 (6)下水道 (7)公園 (8)その他 総額 (1)公立学校 (2)公営住宅 (4)その他

一 人 件 費 0 1

う ち 職 員 給 0 2

二 物 件 費 0 3

三 維 持 補 修 費

四 扶 助 費

五 補 助 費 等 0 4

1 国 に 対 す る も の 0 5

2 都 道 府 県 に 対 す る も の 0 6

3 同 級 他 団  体 に 対 す る も の 0 7

4 一  部 事  務  組 合 に 対 す る も の 0 8

5 そ の 他 に  対 す る  も の 0 9

六 普 通 建 設 事 業 費 1 0

1 補 助 事 業 費 1 1

2 　単 独 事 業 費 1 2

3 国  直   轄  事  業 負 担 金 1 3

4 県 営 事 業 負 担 金 1 4

5 同 級 他 団 体 施   行 事 業 負 担 金 1 5

6 受 託 事 業 費 1 6

(1) 補 助 事 業 費 1 7

(2) 単 独 事 業 費 1 8

七 災 害 復 旧 事 業 費 1 9

1 補 助 事 業 費 2 0

2 単 独 　事 業 費 2 1

3 県 営 事 業 負 担 金 2 2

4 同 級 他 団 体 施   行 事 業 負 担 金 2 3

5 受 託 事 業 費 2 4

(1) 補 助 事 業 費 2 5

(2) 単 独 事 業 費 2 6

八 失 業 対  策 事 業 費

1 補 助 事 業 費

2 単 独 事 業 費

九 公 債 費 2 7

十 積 立 金 2 8

投 資 及 び 出 資 金 2 9

貸 付 金 3 0

繰 出 金 3 1

前  年 度 繰 上 充 用 金 3 2

歳 出 合 計 3 3

国 庫 支 出 金 3 4

都 道 府 県 支 出 金 3 5

使 用 料 ・ 手 数 料 3 6

分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 3 7

十
一
十
二

十
三

十
四

目  的  別

(2)農業用
  施設

1． 農 林 水 産 施 設

(3)林業用
  施設

(4)漁業用
施設

(5)共同利用
  施設 

十
一

2. 公 共 土 木 施 設 3.その他

災 害 復 旧 費

(3)社会福祉
   施設 



[AGNHY291]

令和４年度 ８８～９１頁

団体コード １４３６６９ 全国防災事業経費の歳出内訳及び財源内訳（その６） 都道府県名 神奈川県

表番号 ８６ 団  体  名 開成町

（単位：千円）

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16) (17) (18) (19) (20) (21) (22)

行 総　　　額

性 質 別 総額 (1)農地 (6)その他 総額 (1)河川 (2)海岸 (3)道路 (4)港湾 (5)漁港 (6)下水道 (7)公園 (8)その他 総額 (1)公立学校 (2)公営住宅 (4)その他

目  的  別

(2)農業用
  施設

1． 農 林 水 産 施 設

(3)林業用
  施設

(4)漁業用
施設

(5)共同利用
  施設 

十
一

2. 公 共 土 木 施 設 3.その他

災 害 復 旧 費

(3)社会福祉
   施設 

財 産 収 入 3 8

繰 入 金 3 9

諸 　 収 入 4 0

繰 越 金 4 1

地 方 債 4 2

一 般   財  源 等 4 3

う ち 投 資 的 経 費 充 当　 の 一 般 財 源 等 4 4



[AGNHY291]

令和４年度 ８８～９１頁

団体コード １４３６６９ 全国防災事業経費の歳出内訳及び財源内訳（その６） 都道府県名 神奈川県

表番号 ８６ 団  体  名 開成町

（単位：千円）

(23) (24) (25) (26) (27) (28)  

 　　    　　　諸　　   支　   　出　　　　金

行 　公 債 費 

性 質 別

一 人 件 費 0 1

う ち 職 員 給 0 2

二 物 件 費 0 3

三 維 持 補 修 費

四 扶 助 費

五 補 助 費 等 0 4

1 国 に 対 す る も の 0 5

2 都 道 府 県 に 対 す る も の 0 6

3 同 級 他 団  体 に 対 す る も の 0 7

4 一  部 事  務  組 合 に 対 す る も の 0 8

5 そ の 他 に  対 す る  も の 0 9

六 普 通 建 設 事 業 費 1 0

1 補 助 事 業 費 1 1

2 　単 独 事 業 費 1 2

3 国  直   轄  事  業 負 担 金 1 3

4 県 営 事 業 負 担 金 1 4

5 同 級 他 団  体 施   行 事 業 負 担 金 1 5

6 受 託 事 業 費 1 6

(1) 補 助 事 業 費 1 7

(2) 単 独 事 業 費 1 8

七 災 害 復 旧 事 業 費 1 9

1 補 助 事 業 費 2 0

2 単 独 　事 業 費 2 1

3 県 営 事 業 負 担 金 2 2

4 同 級 他 団  体 施   行 事 業 負 担 金 2 3

5 受 託 事 業 費 2 4

(1) 補 助 事 業 費 2 5

(2) 単 独 事 業 費 2 6

八 失 業 対  策 事 業 費

1 補 助 事 業 費

2 単 独 事 業 費

九 公 債 費 2 7

十 積 立 金 2 8

投 資 及 び 出 資 金 2 9

貸 付 金 3 0

十
一

十
二

十

十
三

十
二 1.普通財産取得費

市町村たばこ税
3.
都道府県交付金

十
四

目  的  別

総   額 2.公営企業費

前年度繰上
充  用  金



[AGNHY291]

令和４年度 ８８～９１頁

団体コード １４３６６９ 全国防災事業経費の歳出内訳及び財源内訳（その６） 都道府県名 神奈川県

表番号 ８６ 団  体  名 開成町

（単位：千円）

(23) (24) (25) (26) (27) (28)  

 　　    　　　諸　　   支　   　出　　　　金

行 　公 債 費 

性 質 別

十
三

十
二 1.普通財産取得費

市町村たばこ税
3.
都道府県交付金

十
四

目  的  別

総   額 2.公営企業費

前年度繰上
充  用  金

繰 出 金 3 1

前  年 度 繰 上 充 用 金 3 2

歳 出 合 計 3 3

国 庫 支 出 金 3 4

都 道 府 県 支 出 金 3 5

使 用 料 ・ 手 数 料 3 6

分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 3 7

財 産 収 入 3 8

繰 入 金 3 9

諸 　 収 入 4 0

繰 越 金 4 1

地 方 債 4 2

一 般   財  源 等 4 3

う ち 投 資 的 経 費 充 当　 の 一 般 財 源 等 4 4

二

十
三

十
四



[AGNHY292]
令和４年度 ９２～９３頁

都道府県名 神奈川県

団体コード １４３６６９ 全国防災事業経費の歳出内訳及び財源内訳（その７） 団　体　名 開成町
表番号 ８７ （単位：千円）

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11)

使  用  料 分  担  金
区 分 行 歳 出 合 計 国庫支出金 都道府県支出金 負  担  金 財 産 収 入 繰  入  金 諸  収  入 繰  越  金 地  方  債 一般財源等

手  数  料 寄  附  金

一 人 件 費 0 1

う ち 職 員 給 0 2

二 物 件 費 0 3

三 維 持 補 修 費 0 4

四 扶 助 費 0 5

五 補 助 費 等 0 6

1 0 7

2 0 8

3 0 9

4 1 0

5 1 1

六 普 通 建 設 事 業 費 1 2

1 補 助 事 業 費 1 3

2 単 独 事 業 費 1 4

3 国 直 轄 事 業 負 担 金 1 5

4 県 営 事 業 負 担 金 1 6

5 同級他団体 施行事業 負担金 1 7

6 受 託 事 業 費 1 8

(1) 補 助 事 業 費 1 9

(2) 単 独 事 業 費 2 0

七 災 害 復 旧 事 業 費 2 1

1 補 助 事 業 費 2 2

2 単 独 事 業 費 2 3

3 県 営 事 業 負 担 金 2 4

4 同級他団体 施行事業 負担金 2 5

5 受 託 事 業 費 2 6

(1) 補 助 事 業 費 2 7

(2) 単 独 事 業 費 2 8

歳
入
合
計

歳    

計 

剰 

余 

金

又

は

翌

年

度

歳

入

繰

上

充

用

金

歳

入

振

替

項

目

都 道 府 県 に 対 す る も の

同 級 他 団 体 に 対 す る も の

一部事務組合に対するもの

そ の 他 に 対 す る も の

国 に 対 す る も の



[AGNHY292]
令和４年度 ９２～９３頁

都道府県名 神奈川県

団体コード １４３６６９ 全国防災事業経費の歳出内訳及び財源内訳（その７） 団　体　名 開成町
表番号 ８７ （単位：千円）

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11)

使  用  料 分  担  金
区 分 行 歳 出 合 計 国庫支出金 都道府県支出金 負  担  金 財 産 収 入 繰  入  金 諸  収  入 繰  越  金 地  方  債 一般財源等

手  数  料 寄  附  金

歳
入
合
計

歳    

計 

剰 

余 

金

又

は

翌

年

度

歳

入

繰

上

充

用

金

歳

入

振

替

項

目

八 失 業 対 策 事 業 費 2 9

1 補 助 事 業 費 3 0

2 単 独 事 業 費 3 1

九 公 債 費 3 2

十 積 立 金 3 3

投 資 及 び 出 資 金 3 4

貸 付 金 3 5

繰 出 金 3 6

前 年 度 繰 上 充 用 金 3 7

歳 出 合 計 3 8

歳 入 振 替 項 目 3 9 0

4 0

歳 入 合 計 4 1

十
一

十
二

十
三

十
四

年 度 歳 入 繰 上 充 用 金 ( △ )
歳 計 剰 余 金 又 は 翌



[AGNHY271]

物件費の内訳 令和４年度 ３０頁

都道府県名 神奈川県

団体コード １４３６６９ 団体名 開成町

表番号 ８９ （単位：千円）
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

区　　　  分 1．旅　　　費 2．交　際　費 3．需　用　費 4．役　務　費 5．備品購入費 6．委　託　料 7．そ　の　他 計（１～７）

決 算 額 0 1 6,545 342 260,620 44,337 19,795 930,299 109,138 1,371,076

1. 議 会  費 0 2 449 107 1,157 4,394 2,996 9,103

2. 総 務  費 0 3 587 230 41,702 25,212 783 201,504 53,429 323,447

3. 民 生  費 0 4 447 2,259 4,853 1,987 121,328 16,486 147,360

内 4. 衛 生  費 0 5 518 5,007 7,336 622 374,313 2,186 389,982

5. 労 働  費 0 6

6. 0 7 26 393 270 378 9,669 89 10,825

訳 7． 商 工  費 0 8 221 159 39 28,750 25 29,194

8. 土 木  費 0 9 44 14,848 411 42,118 1,989 59,410

9. 消 防  費 1 0 3,148 7,721 643 1,024 1,642 1,305 15,483

10. 教 育  費 1 1 1,105 5 187,374 5,573 15,001 146,581 30,633 386,272

行行

農林水産業費



[AGNHY270]

一般行政経費の状況 令和４年度 ２４頁

団体コード １４３６６９ 都道府県名 神奈川県
表番号 ９０ 団  体  名 開成町 （単位：千円）

その１（単独事業費） (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13)

              単　　　独　　　事　　　業　　　費
区　　　　　　分 行   歳出合計 職　員　に　係　る 物件費 扶助費 補助費等 貸付金 繰出金

児　童　手　当 うち備品購入費 うち地方債発行手数料等 （Aを除く） うち公営企業繰出金 うち税還付金 うち年度内回収分 うち公営企業繰出金

A B C D E F G G' H I J

１　少子化対策等に要する経費（民生費のうち、児童福祉費） 0 1 1,048,279 5,370 23,241 1,987 80,208 18,791

２　高齢化対策等に要する経費（民生費のうち、老人福祉費） 0 2 437,379 37,492 1,250 13,662 59,217

３　社会福祉等に要する経費（民生費。ただし老人福祉費、児童福祉費、災害救助費を除く） 0 3 855,631 11,542 32,839 50,494 72,091

４　災害救助に要する経費（民生費のうち災害救助費） 0 4

５　環境対策等に要する経費（衛生費のうち、清掃費） 0 5 232,617 93,214 572 136,926

６　健康対策等に要する経費（衛生費。ただし清掃費を除く） 0 6 514,877 118,464 50 1,648 86,424 35,458

７　雇用・失業対策等に要する経費（労働費） 0 7

８　農林水産業振興等に要する経費（農林水産業費） 0 8 47,895 10,825 378 4,227

９　地域産業振興等に要する経費（商工費） 0 9 116,464 29,194 43,703 7,690 7,690

１０　地域基盤整備等に要する経費（土木費） 1 0 859,041 58,706 140,359 138,569

１１　防災対策等に要する経費（消防費） 1 1 332,130 15,483 1,024 300,697 3,970

１２　人材育成等に要する経費（教育費） 1 2 1,002,209 377,130 9,580 12,001

１３　災害復旧等に要する経費（災害復旧費） 1 3

１４　管理的経費（総務費） 1 4 1,052,195 311,735 240 133,255 10,191

１５　その他の経費（議会費、公債費、諸支出金、前年度繰上充用金等） 1 5 597,912 9,103 875

合　　　　　計 1 6 7,096,629 5,370 1,096,129 13,831 115,945 941,414 177,997 10,191 7,690 7,690 131,308

(14) (15) (16) (17) (18) (19)

単独事業費 （つづき） 単独合計

区　　　　　　分 行 積立金 投資・出資金 前年度繰上 人件費 その他 A+B+E+F+H
充用金 +I+K+L+M+S+N

K L M S N

１　少子化対策等に要する経費（民生費のうち、児童福祉費） 0 1 2,535 9,779 139,924

２　高齢化対策等に要する経費（民生費のうち、老人福祉費） 0 2 11,844 123,465

３　社会福祉等に要する経費（民生費。ただし老人福祉費、児童福祉費、災害救助費を除く） 0 3 112,410 279,376

４　災害救助に要する経費（民生費のうち災害救助費） 0 4

５　環境対策等に要する経費（衛生費のうち、清掃費） 0 5 2,477 232,617

６　健康対策等に要する経費（衛生費。ただし清掃費を除く） 0 6 91,128 3,384 301,048

７　雇用・失業対策等に要する経費（労働費） 0 7

８　農林水産業振興等に要する経費（農林水産業費） 0 8 4,480 21,502 6,861 47,895

９　地域産業振興等に要する経費（商工費） 0 9 214 26,422 8,602 115,825

１０　地域基盤整備等に要する経費（土木費） 1 0 91,627 13,383 236,264 540,339

１１　防災対策等に要する経費（消防費） 1 1 13,023 2,927 332,130

１２　人材育成等に要する経費（教育費） 1 2 442 288,154 47,573 725,300

１３　災害復旧等に要する経費（災害復旧費） 1 3

１４　管理的経費（総務費） 1 4 101,066 422,428 47,484 1,015,968

１５　その他の経費（議会費、公債費、諸支出金、前年度繰上充用金等） 1 5 88,432 499,502 597,912

合　　　　　計 1 6 106,202 91,627 1,079,417 876,697 4,451,799



[AGNHY270]

一般行政経費の状況 令和４年度 ２４頁

団体コード １４３６６９ 都道府県名 神奈川県
表番号 ９０ 団  体  名 開成町 （単位：千円）

その２（補助事業費） (20) (21) (22) (23) (24) (25) (26) (27) (28) (29) (30) (31)
                                   補　　　助　　　事　　　業　　　費       

区　　　　　　分 行 職　員　に　係　る 物件費 扶助費 補助費等 貸付金 繰出金
児　童　手　当 うち備品購入費 うち地方債発行手数料等 （Aを除く） うち公営企業繰出金 うち国の予算貸付等に係るもの うち年度内回収分 うち公営企業繰出金

A B C D E F G H I J K

１　少子化対策等に要する経費（民生費のうち、児童福祉費） 0 1 71,081 711,436 61,027

２　高齢化対策等に要する経費（民生費のうち、老人福祉費） 0 2 313,914

３　社会福祉等に要する経費（民生費。ただし老人福祉費、児童福祉費、災害救助費を除く） 0 3 4,004 538,481 5,403 25,447

４　災害救助に要する経費（民生費のうち災害救助費） 0 4

５　環境対策等に要する経費（衛生費のうち、清掃費） 0 5

６　健康対策等に要する経費（衛生費。ただし清掃費を除く） 0 6 178,304 17,818 6,350

７　雇用・失業対策等に要する経費（労働費） 0 7

８　農林水産業振興等に要する経費（農林水産業費） 0 8

９　地域産業振興等に要する経費（商工費） 0 9 639

１０　地域基盤整備等に要する経費（土木費） 1 0 704

１１　防災対策等に要する経費（消防費） 1 1

１２　人材育成等に要する経費（教育費） 1 2 9,142 5,421 29,491

１３　災害復旧等に要する経費（災害復旧費） 1 3

１４　管理的経費（総務費） 1 4 11,712 543 10,581

１５　その他の経費（議会費、公債費、諸支出金、前年度繰上充用金等） 1 5

合　　　　　計 1 6 274,947 5,964 1,297,226 84,000 339,361

(32) (33) (34) (35) (36) (37)
 補助事業費 （つづき） 補助合計

区　　　　　　分 行 積立金 投資・出資金 前年度繰上 人件費 その他 A+B+E+F+H
充用金 +J+L+M+N+T+O

Ｌ M N T O

１　少子化対策等に要する経費（民生費のうち、児童福祉費） 0 1 182 64,629 908,355

２　高齢化対策等に要する経費（民生費のうち、老人福祉費） 0 2 313,914

３　社会福祉等に要する経費（民生費。ただし老人福祉費、児童福祉費、災害救助費を除く） 0 3 2,920 576,255

４　災害救助に要する経費（民生費のうち災害救助費） 0 4

５　環境対策等に要する経費（衛生費のうち、清掃費） 0 5

６　健康対策等に要する経費（衛生費。ただし清掃費を除く） 0 6 11,357 213,829

７　雇用・失業対策等に要する経費（労働費） 0 7

８　農林水産業振興等に要する経費（農林水産業費） 0 8

９　地域産業振興等に要する経費（商工費） 0 9 639

１０　地域基盤整備等に要する経費（土木費） 1 0 317,998 318,702

１１　防災対策等に要する経費（消防費） 1 1

１２　人材育成等に要する経費（教育費） 1 2 238,276 276,909

１３　災害復旧等に要する経費（災害復旧費） 1 3

１４　管理的経費（総務費） 1 4 13,864 70 36,227

１５　その他の経費（議会費、公債費、諸支出金、前年度繰上充用金等） 1 5

合　　　　　計 1 6 28,323 620,973 2,644,830



[AGNHY297]

地方単独事業（ソフト）の決算額の状況　その１ 令和４年度 １０６頁

団体コード １４３６６９ 都道府県名 神奈川県

表番号 ９１ 団  体  名 開成町
（単位：千円）

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16) (17) (18) (19) (20) (21) (22) (23) (24)

単　　　独　　　事　　　業　　　費 単独合計 一般行政経費 Ｏについて、

同 一 人件費 物件費 維持補修費 扶助費 補助費等 普通建設 災害復旧 失業対策 公債費 積立金 投資・出資金 貸付金 繰出金 前年度繰上 単独合計 同一小区分が

大枝番 中枝番 番号 歳出小区分 事務の内容 関係法律 小 区 分 の うち備品 うち地方債 うち都道府県に うち市町村に うち一部事務組合 うち公営企業 うち税還付金 事業費 事業費 事業費 うち市町村に うち年度内 うち公営企業 充用金 複数設定されて 行

複 数 設 定 先 購入費 発行手数料等 対するもの 対するもの に対するもの 繰出金 対するもの 回収分 繰出金 いるものを合算

Ａ Ｂ ａ ｂ Ｃ Ｄ Ｅ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ ｈ ｉ Ｍ ｊ Ｎ Ａ～Ｎ Ｏ Ｐ

01 民生費 01 児童福祉費
1 乳幼児医療費助成（義務教育就学前分）に要する経費

未成年者を対象とした医療費の自己負担に対する助成のうち義務教育就学前分（未
熟児への医療費助成を含む）

母子保健法
1,
156

2,535 23,241 1,987 9,779 85,578 18,791 139,924 125,623 125,623 0 1

2 乳幼児医療費助成（義務教育就学後分）に要する経費 未成年者を対象とした医療費の自己負担に対する助成のうち義務教育就学後分
2,
157

0 2

3 妊産婦・寡婦等医療費助成に要する経費
妊産婦や寡婦等を対象とした医療費の自己負担に対する助成（分娩費の補助等を含
む）

母子保健法
3,

103,
158

0 3

4 母子（父子）家庭医療費助成に要する経費 ひとり親家庭等を対象とした医療費の自己負担に対する助成
4,

137,
159

0 4

5 小児医療に要する経費 小児医療（小児救急含む）の確保等の経費
5,
161

0 5

6 乳幼児健康診査事務費 １歳６か月・３歳児健診等の乳幼児に係る健康診査に要した経費 母子保健法
6,
166

0 6

7 妊産婦健康診査（地方単独事業分）に要する経費
一般の病院等で行う妊産婦健診の費用助成に要した経費及び保健所・保健センター
等で行う妊産婦健診に要した経費（地方単独事業分）

母子保健法
7,
167

0 7

8 新生児マス・スクリーニング検査事務費
先天性代謝異常症、内分泌疾患等の早期発見のために実施する新生児マス・スク
リーニング検査に要した経費

8,
168

0 8

9 児童相談所・一時保護施設管理費 児童相談所・一時保護施設の運営経費 児童福祉法、児童虐待防止法、児童福祉法 0 9

10 公立保育所（地方単独事業分）管理費 公立保育所の運営経費（運営に対する助成を含む） 子ども・子育て支援法、児童手当法、児童福祉法 1 0

11 公立認定こども園（地方単独事業分）管理費 公立認定こども園の運営経費（１号認定分を除く） 子ども・子育て支援法、学校教育法、児童手当法、児童福祉法 1 1

12 公立児童厚生施設管理費 児童館・児童遊園等の運営経費 児童福祉法 1 2

13 公立児童福祉施設管理費
保育所、児童厚生施設を除く児童福祉施設（児童養護施設や乳児院、児童自立支援
施設、母子生活支援施設等）の運営経費

1 3

14 公立子育て支援施設管理費
子育て支援の拠点となる地域子育て支援センター等の公立の子育て支援施設の運営
経費（在宅育児家庭相談室等）

児童福祉法 1 4

15 公立子ども若者支援施設管理費
青少年の健全な育成を図るための青少年センター等、青少年保護育成の推進のため
の公立施設の運営経費

児童福祉法
15,
418

1 5

16
障害児入所施設等管理費等
※地域療養・居宅介護等障害児支援事業費を含む

・障害児のための入所施設（福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設等）の
運営経費。心身障害児（者）等のための総合的な医療療育相談支援機関として運営
（委託）する療育センター等についても含む。
・在宅障害児の生活支援のため行う、障害児（者）地域療育等支援事業など、障害
児の支援のために要した経費（重度障害児対応含む）

16,
138

1 6

17 子どもに対する現金給付に要する経費
地方公共団体独自の子どもに対する現金給付（児童手当・児童扶養手当の超過負担
分等）（母子・父子・遺児等含む）

1 7

18 障害児に対する現金給付に要する経費 地方公共団体独自の障害児に対する現金給付
18,
113

1 8

19 子ども手当（職員分）給付に要する経費 職員に対して給付する子ども手当（児童手当含む）に要した経費 子ども・子育て支援法、児童手当法 1 9

20 出産祝い金給付に要する経費
出産をした保護者に対し、子の誕生を祝い、健やかな成長を願って支給する出産祝
い金等給付に要した経費

2 0

21 保育料等軽減に要する経費

私立の保育所・幼稚園・認定こども園の利用料（保育料）の軽減を目的とした事業
等に要した経費（幼稚園就園奨励費助成に要する経費、私立保育所（地方単独事業
分）助成に要する経費、認可外保育所・家庭的保育事業・小規模保育事業等助成に
要する経費、私立幼稚園助成（地方単独事業分）に要する経費、私立認定こども園
（地方単独事業分）助成に要する経費に計上する経費を除く）

2 1

22 放課後児童クラブ等利用者負担助成に要する経費 放課後児童クラブ等の利用者負担に対する助成に要した経費 2 2

23 私立保育所（地方単独事業分）助成に要する経費
私立保育所・特別保育事業の運営費への助成を目的とした事業に要する経費（国基
準への上乗せ又は主食費等の実費負担分への単独助成分）

2 3

24
認可外保育所・家庭的保育事業・小規模保育事業等助
成に要する経費

認可外保育所、家庭的保育事業、小規模保育事業等の運営に対する助成（待機児童
の解消に要した経費を含む）

2 4

25
私立認定こども園（地方単独事業分）助成に要する経
費

私立認定こども園の運営に対する助成に要した経費（１号認定分を除く） 子ども・子育て支援法、児童手当法、児童福祉法 2 5

26 私立児童厚生施設助成に要する経費
児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、情操を豊かにすることを目的とす
る私立の児童館・児童遊園の運営に対する助成に要した経費

2 6

27 私立児童福祉施設助成に要する経費
保育所、児童厚生施設除く、私立の保護者のいない児童や虐待されている児童など
を養護し、自立を支援する児童養護施設や乳児院、児童自立支援施設、母子生活支
援施設などの運営に対する助成に要した経費

2 7

28 私立子ども若者支援施設助成に要する経費
青少年の健全な育成を図るための青少年センター等、青少年保護育成の推進のため
の私立の施設の運営に対する助成に要した経費

児童福祉法
28,
419

2 8

29 放課後児童健全育成事業費（地方単独事業分）
地方公共団体が単独で実施する放課後児童クラブ、放課後子ども教室等の放課後児
童対策事業に要した経費

2 9

30 児童委員に要する経費 児童委員の活動に係る経費 児童福祉法、児童福祉法施行令 3 0

31 里親支援事業費
里親を支援するために実施する事業（里親資質向上、ネットワーク強化事業、里親
委託支度品支給事業等）

児童福祉法、児童福祉法施行令 3 1

32 母子家庭等支援に要する経費
母子自立支援員の配置など、母子家庭の支援のために要した経費（母子生活支援施
設運営費負担を含む）

児童扶養手当法、母子及び父子並びに寡婦福祉法
32,
139

3 2

33 児童虐待防止事業費 児童の虐待防止対策などの事業に要した経費 児童福祉法、児童虐待防止法 3 3

34 子育て支援に要する経費（地方単独事業分）
子育て力の強化（一時預かり、子育てボランティア（保育ママ）等の支援や仕事と
生活の調和（ワークライフバランス）の推進、児童家庭相談、私立子育て支援施設
に対する助成、子育て支援情報の発信など、子育て支援に要した経費

子ども・子育て支援法、児童手当法、児童福祉法 3 4

35 子どもの発達相談・支援事業費
発達障害児等に関する相談事業や支援事業に要した経費（育児教室臨床心理指導委
託料等）

35,
140

3 5

36 子ども・若者（青少年）育成支援事業費
青少年の非行防止対策や、家庭・学校・職場・地域社会と行政との連携による保
護・補導活動（青少年補導センター活動費等）、啓蒙・健全育成活動等、青少年の
保護育成の推進に要した経費（不登校児童支援を含む）

児童福祉法 3 6

37 結婚相談事業費 少子化対策として行う結婚相談事業の実施に要した経費
37,
141

3 7

38 子ども・子育て関係団体補助に要する経費等
※病児・病後児保育事業費を含む

・地方公共団体が独自に子ども・子育て・幼児教育関係団体への補助に要した経費
・病児・病後児の一時預かり事業に要した経費

3 8

39

精神保健福祉施設等に要する経費
※次の経費を含む
・公立精神保健福祉施設管理費
・公立精神障害者社会復帰施設管理費
・私立精神保健福祉施設・精神障害者社会復帰施設助
成に要する経費

・精神保健福祉センターの運営経費（自立支援給付を除く）
・精神障害者社会復帰施設の運営経費（自立支援給付を除く）
・私立の精神保健福祉センター、精神障害者社会復帰施設等の運営に対する助成に
要した経費（自立支援給付を除く）

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

39,
115,
200

3 9

40 障害者扶養共済事業に要した経費（地方単独事業分）
障害者の加入する扶養共済制度に要した経費（加入者に対する掛金の助成等に要し
た経費を含む）

40,
126

4 0

41
女性保護に要する事業費
※婦人相談所、婦人保護施設管理費を含む

・配偶者からの暴力の防止、被害者の自立を支援するための事業等に要した経費
（ＤＶ対策事業を含む）
・婦人相談所、婦人保護施設の運営経費

売春防止法（婦人相談所設置の根拠法令）、配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護等に関する法律（配偶者暴力相談支援センターに関する根拠法令）

41,
131

4 1

42
社会福祉施設職員等退職手当共済事業補助に要する経
費

退職手当共済事業に対する補助
42,
94

4 2

43 障害者医療費助成に要する経費
障害者（重症心身障害児（者）、心身障害児、精神障害者）を対象とした医療費の
自己負担に対する助成（事務費も含む）

43,
104,
160

4 3

44 障害児通所施設管理費
通所・訪問により障害児に対して支援（児童発達支援、医療型児童発達支援、放課
後等デイサービス、保育所等訪問支援、居宅訪問型児童発達支援等）を行う施設の
管理運営に要した経費（人件費も含む）

44,
112

4 4

45 不妊治療費助成（地方単独事業分）に要する経費 不妊治療に係る助成に要した経費
45,
164

4 5

46 保育人材確保に要する経費
処遇改善、新規資格取得者の確保、就業継続支援、離職者の再就職支援等の実施に
要した経費

4 6

47
その他の子ども・子育て関係サービスに要する経費
※その他の子ども・子育て施設サービスに要する経費
を含む

・その他の子ども・子育て関係サービス（子育て安心ステーション運営費等）
・その他の子ども・子育て施設サービス（日々雇用職員関係等）

児童福祉法、児童福祉法施行令 4 7

01 児童福祉費　小計 2,535 23,241 1,987 9,779 85,578 18,791 139,924 125,623 4 8

02 老人福祉費
48 公立総合福祉施設管理費

総合福祉センター、社会福祉センターなど、社会保障サービスのワンストップによ
る提供を行っているため、各分野に分けられない施設の運営経費

48,
91

37,492 11,844 1,250 13,662 59,217 123,465 111,621 278,587 4 9

49
福祉人材確保に要する経費
※福祉ボランティア活動推進に要する経費を含む

・福祉委員・コミュニティソーシャルワーカー等の配置、福祉人材センターの運
営、福祉人材に係る研修の実施等の福祉人材確保に要した経費
・高齢者・子ども・障害者等の交流や支援に関するボランティア活動を行う団体へ
の補助、ボランティア活動の振興事業、ボランティアセンターの運営等に要した経

社会福祉法、行旅病人及行旅死亡人取扱法
49,
96

5 0

50
後期高齢者医療制度（保険基盤安定制度（保険料軽減
分））に要する経費

後期高齢者医療制度に係る保健基盤安定制度（保険料軽減分）の実施に要した経費 高齢者医療確保法 5 1

51
後期高齢者医療制度（事務費充当分以外）（地方単独
事業分）に要する経費

後期高齢者広域連合に対する一般会計負担分（地方単独事業分）で、事務費充当分
以外のもの（保険基盤安定制度に要した負担分を除く）

高齢者医療確保法 5 2

52
後期高齢者医療制度（事務費充当分）（地方単独事業
分）に要する経費

後期高齢者医療制度に係る一般会計負担分（地方単独事業分）で、事務費充当分
（広域連合に対する負担金のほか、特別会計への操出分を含む）

高齢者医療確保法 5 3

53 老人医療費助成に要する経費 高齢者への医療費助成に要した経費
53,
105

5 4

54 後期高齢者保健に要する経費（地方単独事業分） ７５歳以上の高齢者向けの保健事業に要した経費（健診、人間ドック助成等）
54,
175

5 5

55 鍼灸・あん摩費等助成に要する経費
鍼・灸・マッサージ等の施術費用の助成に要した経費（鍼灸施術所等の運営費の助
成を含む）

5 6

56 医療安全支援に要する経費 医療安全支援センター運営費などを含む、医療安全対策に要した経費

地域保健法、医師法、歯科医師法、歯科衛生士法、歯科技工士法、あん摩マッサー
ジ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律、柔道整復師法、診療放射線技師法、
臨床検査技師、衛生検査技師等に関する法律、死体解剖保存法、医療法、臓器の移
植に関する法律、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律

56,
230

5 7

57 医薬品・ワクチン等の備蓄事務費 医薬品・ワクチン等の備蓄に要した経費 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
57,
198

5 8

58
介護保険（事務費充当分以外）（地方単独事業分）に
要する経費

介護保険事業特別会計に対する一般会計負担（都道府県補助を含む）（地方単独事
業分）で、事務費充当分以外のもの

介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律 5 9

59
介護保険（事務費充当分）（地方単独事業分）に要す
る経費

介護保険事業特別会計に対する一般会計負担（都道府県補助を含む）（地方単独事
業分）で、事務費充当分

介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律 6 0

60 公立養護老人ホーム等管理費（老人保護措置費） 公立養護老人ホーム等における老人保護措置費 老人福祉法 6 1

61
公立老人福祉施設管理費
※公立養護老人ホーム等管理費（老人保護措置費）は

老人保護措置費以外の公立老人福祉施設の運営経費（介護保険給付を除く） 老人福祉法 6 2

62 高齢者生活福祉センター（生活支援ハウス）管理費 高齢者生活福祉センター（生活支援ハウス）の運営経費 ※民間への委託費を含む 6 3

63 老人憩の家管理費 老人憩の家の運営経費 ※民間への委託費を含む 6 4

64 地域包括支援センター管理費 地域包括支援センターの運営経費 ※民間への委託費を含む 介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律 6 5

65 介護サービス利用者負担助成に要する経費
介護保険サービス等の介護関連サービスを利用する際の自己負担額に対する助成に
要した経費

介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律 6 6

66 養護老人ホーム等入所負担軽減に要する経費 養護老人ホームへの入所の際の入所費用負担の軽減に要した経費 6 7

67 高齢者等の安否確認・見守り事務費 独居高齢者等の安否確認、巡回訪問、見守り事業等に要した経費 6 8

68 高齢者世帯居住安定に要する経費
高齢者の居住の安定の確保を図るため、民間アパート借上げ、バリアフリー補助、
家賃援助、入居案内等に要した経費

老人福祉法 6 9

69 高齢者移動支援に要する経費
高齢者のためのフリーパス・交通費の助成、敬老バスの運営など高齢者の移動を支
援するために要した経費

7 0

70 敬老事業に要する経費
敬老者に対する祝金（物）の支給、記念式典の開催等敬老の日記念事業、金婚夫婦
への祝金の支給等の敬老事業に要した経費

7 1

71 私立養護老人ホーム等助成費（老人保護措置費） 私立養護老人ホーム等における老人保護措置費 7 2

72 私立老人福祉施設助成費（老人保護措置費以外）
老人保護措置費以外の私立老人福祉施設の運営費に対する補助に要した経費（介護
保険給付を除く）

老人福祉法 7 3

73 介護実習・普及センター事業費
介護実習など、在宅介護を支援するとともに、地域住民への介護知識、介護技術の
普及活動を行う介護実習・普及センターの事業に要した経費

介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律 7 4

74 介護サービス事業者指導・情報提供事務費
介護サービス事業者に対し、サービスの質の確保・向上を図るために行う指導や介
護サービスに係る情報を提供するために要した経費

介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律 7 5

75 介護人材確保・養成に要する経費（地方単独事業分）
ケアマネージャーの養成・確保等、地域の実情に応じて取り組んでいる介護人材確
保対策に要した経費

介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律
75,
109

7 6

76 高齢者、要介護者等への給付に要する経費
在宅の高齢者等に対する給付金・見舞金・慰労金等の給付に要した経費（介護者へ
の手当金等の給付を含む）

76,
110

7 7

77
高齢者日常生活支援事業費
※老人日常生活用具、介護用品等支給に要する経費を
含む

・要援護高齢者やひとり暮らし高齢者の在宅での自立と生活の質の確保や家族の負
担軽減等を目的に実施する配食サービス、訪問入浴サービス、移送サービス、家事
支援、買い物支援、除雪支援等の高齢者在宅生活支援事業、高齢者のための総合相
談業務等に要した経費
・要援護老人及びひとり暮らし老人に対し、日常生活用具や各種介護用品を支給又
は貸与する事業に要した経費（緊急装置の設置のための設置購入費の助成に要した

介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律 7 8

78
高齢者の生き甲斐と健康づくり推進事業費
※老人クラブ活動助成に要する経費を含む

・高齢者をはじめ青壮年、女性等の社会の各層及び家庭、地域、企業等社会の各分
野における意識改革、スポーツ活動、健康づくり活動及び地域活動等を推進する
「高齢者の生きがいと健康づくり推進事業（明るい長寿社会づくり推進事業、高齢
者文化活動等）」に要した経費
・老人の福祉を増進することを目的とする事業を行う老人クラブに対する活動費の
助成に要した経費

老人福祉法、高齢者虐待防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律、高齢
者医療確保法

7 9

79
介護予防・地域支え合い事業費
※在宅医療・訪問看護推進事業費を含む

・要援護高齢者やひとり暮らし高齢者、家族介護者に対して、介護予防サービス、
生活支援サービス、家族介護支援サービスを提供し、自立と生活の質の向上を図る
「介護予防・地域支え合い事業（生きがい活動通所支援、生活支援、家族介護支援
等）」に要した経費
・在宅療養や介護家族等の推進を目的に実施する、在宅医療のネットワークづくり

介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律、老人
福祉法、高齢者虐待防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律、高齢者医
療確保法

79,
225

8 0

80 高齢者虐待防止事業費 高齢者の虐待防止に要する経費
老人福祉法、高齢者虐待防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律、高齢
者医療確保法

8 1

81 認知症高齢者支援事業費
認知症高齢者に対する相談対策等や判断能力が十分でない認知症高齢者の財産や権
利を守るための成年後見制度等の権利擁護対策など、認知症高齢者支援に要した経
費

介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律
81,
111

8 2

82 高齢者就業対策に要する経費
高年齢者等の再就職促進のために必要な職業紹介、職業訓練等の体制の整備を行う
等、高年齢者等の雇用機会その他の多様な就業の機会の確保等を図るために要した
経費（シルバー人材センターへの活動費助成を含む）

老人福祉法、高齢者虐待防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律、高齢
者医療確保法

82,
241

8 3

83 介護・高齢者福祉関係団体補助に要する経費 介護・高齢者福祉関係団体に対する補助に要した経費 介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律 8 4

84 外国籍住民等福祉給付金助成に要する経費
国民年金制度上、加入要件に該当せず無年金となっている外国人等の高齢者に対
し、支給する福祉給付金（都道府県の場合、市町村に対する助成を含む）

84,
142

8 5

85
その他の介護・高齢者福祉関係サービスに要する経費
※その他の公立介護・高齢者福祉施設サービスに要し
た経費を含む

・その他の介護・高齢者福祉関係サービス
・その他の公立介護・高齢者福祉施設サービスに要した経費（介護保険給付を除
く）

8 6

86 その他の総合福祉関係サービスに要する経費
上記以外で複数の分野にまたがる社会保障サービスで各分野に区分できない経費
（福祉計画策定事業等）

86,
146

8 7

02 老人福祉費　小計 37,492 11,844 1,250 13,662 59,217 123,465 111,621 8 8

色に着色した歳出小区分については、団体により異なる歳出大区分・中区分に計上していることが考えられるため、複数の歳出大区分・中区分の下に歳出小区分を設定したもの。計上に当たっては、貴団体の計上している歳出大区分・中区分の下に設定されている歳出小区分にのみ、決算額を計上されたい。

色に着色した歳出小区分については、社会保障関係の事業に係る経費に相当し、「社会保障施策に要する経費」に関する調査の「様式１（地方単独事業として実施する社会保障関係事業に要する経費）」と同じ区分を用いている。対応関係については、別添２「区分対比表（地方単独事業（ソフト）決算額調査区分／社会保障関係事業に要する経費調査区分）」を参照されたい。
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地方単独事業（ソフト）の決算額の状況　その１ 令和４年度 １０７頁

団体コード １４３６６９ 都道府県名 神奈川県

表番号 ９１ 団  体  名 開成町
（単位：千円）

(25) (26) (27) (28) (29) (30) (31) (32) (33) (34) (35) (36) (37) (38) (39) (40) (41) (42) (43) (44) (45) (46) (47) (48)

単　　　独　　　事　　　業　　　費 単独合計 一般行政経費 Ｏについて、

同 一 人件費 物件費 維持補修費 扶助費 補助費等 普通建設 災害復旧 失業対策 公債費 積立金 投資・出資金 貸付金 繰出金 前年度繰上 単独合計 同一小区分が

大枝番 中枝番 番号 歳出小区分 事務の内容 関係法律 小 区 分 の うち備品 うち地方債 うち都道府県に うち市町村に うち一部事務組合 うち公営企業 うち税還付金 事業費 事業費 事業費 うち市町村に うち年度内 うち公営企業 充用金 複数設定されて 行

複 数 設 定 先 購入費 発行手数料等 対するもの 対するもの に対するもの 繰出金 対するもの 回収分 繰出金 いるものを合算

Ａ Ｂ ａ ｂ Ｃ Ｄ Ｅ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ ｈ ｉ Ｍ ｊ Ｎ Ａ～Ｎ Ｏ Ｐ

01 民生費
（つづき）

03 生活保護費
87 福祉事務所管理費 福祉事務所の運営経費

社会福祉法等、売春防止法、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法
律

87,
127

0 1

88 生活保護施設に要する経費
・公立の要保護者のための救護施設、医療保護施設、授産施設、更生施設の運営経
費
・私立の生活保護関連施設（救護施設、医療保護施設、授産施設、更生施設）の運

0 2

89 生活保護関係に要する経費（地方単独事業分）
生活保護に関する地方単独事業に要した経費（法外扶助や国庫補助事業の超過負担
分を含む）

生活保護法 0 3

90 その他生活保護に要する経費 上記に含まれないその他生活保護に要する経費 0 4

03 生活保護費　小計 0 5

04 社会福祉費
91 公立総合福祉施設管理費

総合福祉センター、社会福祉センターなど、社会保障サービスのワンストップによ
る提供を行っているため、各分野に分けられない施設の運営経費

48,
91

112,410 11,542 32,839 50,494 72,091 279,376 166,966 278,587 0 6

92 民生委員に要する経費 民生委員の活動に係る経費 民生委員法 0 7

93 社会福祉団体補助に要する経費
社会福祉協議会や社会福祉事業団、福祉事業を行うNPO等に対する運営費等の補助
（負担金を含む） ※各分野に区分できないもの（退職手当共済事業に対する補助

0 8

94
社会福祉施設職員等退職手当共済事業補助に要する経
費

退職手当共済事業に対する補助
42,
94

0 9

95 社会福祉事業指導事務費
社会福祉法人・施設が行う運営の取組に対する経営指導等の指導啓発（福祉活動指
導員、福祉活動専門員の設置を含む） ※各分野に区分できないもの

社会福祉法、行旅病人及行旅死亡人取扱法 1 0

96
福祉人材確保に要する経費
※福祉ボランティア活動推進に要する経費を含む

・福祉委員・コミュニティソーシャルワーカー等の配置、福祉人材センターの運
営、福祉人材に係る研修の実施等の福祉人材確保に要した経費
・高齢者・子ども・障害者等の交流や支援に関するボランティア活動を行う団体へ
の補助、ボランティア活動の振興事業、ボランティアセンターの運営等に要した経

社会福祉法、行旅病人及行旅死亡人取扱法
49,
96

1 1

97 私立社会福祉施設補助に要する経費
私立の社会福祉施設に対する運営費助成に要した経費 ※各区分に計上できないも
の（退職手当共済事業に対する補助を除く）

1 2

98
国民健康保険（保険基盤安定制度（保険料軽減分））
に要する経費

国民健康保険制度に係る保健基盤安定制度（保険料軽減分）の実施に要した経費 国民健康保険法 1 3

99 国民健康保険（都道府県繰入金）に要する経費 国民健康保険制度に係る都道府県繰入金 国民健康保険法 1 4

100
国民健康保険（国保財政安定化支援事業）に要する経
費

国民健康保険制度に係る国保財政安定化支援事業の実施に要した経費 1 5

101
国民健康保険（地方単独事業分（事務費充当分以
外））に要する経費

国民健康保険制度の運営のための一般会計負担分（都道府県は市町村に対する補
助、国民健康保険組合に対する補助を含む）で、事務費充当分以外のもの（保険基
盤安定制度に要した負担分、都道府県繰入金及び国保財政安定化支援事業を除く）

国民健康保険法 1 6

102
国民健康保険（地方単独事業分（事務費充当分））に
要する経費

国民健康保険制度のための一般会計負担分（都道府県は市町村に対する補助、国民
健康保険組合に対する補助を含む）で、事務費充当分（保険医療機関等に対する助
言・指導に要する経費を含む）

国民健康保険法 1 7

103 妊産婦・寡婦等医療費助成に要する経費
妊産婦や寡婦等を対象とした医療費の自己負担に対する助成（分娩費の補助等を含
む）

母子保健法
3,

103,
158

1 8

104 障害者医療費助成に要する経費
障害者（重症心身障害児（者）、心身障害児、精神障害者）を対象とした医療費の
自己負担に対する助成（事務費も含む）

43,
104,
160

1 9

105 老人医療費助成に要する経費 高齢者への医療費助成に要した経費
53,
105

2 0

106
難病医療費助成に要する経費（地方単独分）
※超過負担分を含む

難治性の原因不明の疾病について、治療方法の解明、治療費補助、見舞金の支給、
相談・支援等に要した経費

106,
162

2 1

107
小児慢性疾患医療費助成に要する経費
※超過負担分を含む

小児慢性特定疾病調査研究費に要した経費
107,
163

2 2

108 感染症予防事業費
感染症に関する知識の普及、感染症に関する情報の収集、分析及び提供、感染症に
関する研究の推進、感染症予防に係る人材の養成等の感染症の蔓延防止のための対
策に要した経費（189～193,236以外の経費（狂犬病･狂牛病予防対策、エイズ対策

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
108,
194

2 3

109 介護人材確保・養成に要する経費（地方単独事業分）
ケアマネージャーの養成・確保等、地域の実情に応じて取り組んでいる介護人材確
保対策に要した経費

介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律
75,
109

2 4

110 高齢者、要介護者等への給付に要する経費
在宅の高齢者等に対する給付金・見舞金・慰労金等の給付に要した経費（介護者へ
の手当金等の給付を含む）

76,
110

2 5

111 認知症高齢者支援事業費
認知症高齢者に対する相談対策等や判断能力が十分でない認知症高齢者の財産や権
利を守るための成年後見制度等の権利擁護対策など、認知症高齢者支援に要した経
費

介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律
81,
111

2 6

112 障害児通所施設管理費
通所・訪問により障害児に対して支援（児童発達支援、医療型児童発達支援、放課
後等デイサービス、保育所等訪問支援、居宅訪問型児童発達支援等）を行う施設の
管理運営に要した経費（人件費も含む）

44,
112

2 7

113 障害児に対する現金給付に要する経費 地方公共団体独自の障害児に対する現金給付
18,
113

2 8

114 公立障害者施設管理費
公立の障害者自立支援施設等、知的障害者援護施設、身体障害者更生援護施設（身
体障害者更生施設等）、リハビリテーションセンター等の運営経費（自立支援給付

身体障害者福祉法、社会福祉法、身体障害者福祉法、知的障害者福祉法 2 9

115

精神保健福祉施設等に要する経費
※次の経費を含む
・公立精神保健福祉施設管理費
・公立精神障害者社会復帰施設管理費
・私立精神保健福祉施設・精神障害者社会復帰施設助
成に要する経費

・精神保健福祉センターの運営経費（自立支援給付を除く）
・精神障害者社会復帰施設の運営経費（自立支援給付を除く）
・私立の精神保健福祉センター、精神障害者社会復帰施設等の運営に対する助成に
要した経費（自立支援給付を除く）

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

39,
115,
200

3 0

116
障害者（障害児除く）に対する手当給付に要する経費
等
※障害者施設利用者負担軽減に要する経費を含む

・各自治体独自の障害者に対する手当（障害者を介護する者に対する手当を含
む。）に要した経費。※障害児に対する手当は除く。
・障害者自立支援施設等を利用する身体障害者等に対し、サービスの利用の負担軽
減を図るために要した経費（福祉ホーム利用費補助等）

3 1

117
障害者グループホーム･ケアホーム・生活ホーム等助
成に要する経費

障害者が地域で安心して暮らせるよう、グループホーム･ケアホーム等への入居者
に対する住宅費補助等に要した経費

3 2

118 交通費・燃料代助成に要する経費 障害者のためのタクシー・バス等の運賃助成事業等（交通費助成等）に要した経費
118,
201

3 3

119
障害者相談事務費等
※障害の判定、手帳の交付事務費を含む

・障害者やその家族のための総合相談事業等に要した経費
・障害区分認定に係る事務費、障害者手帳等を取得する際にかかった診断書作成料
の助成等に要した経費

障害者総合支援法 3 4

120 障害者日常生活用具、介護用品等支給に要する経費
在宅障害者、寝たきり高齢者、一人暮らし高齢者の日常生活がより円滑に行われる
ために実施する日常生活品や各種介護用品の購入補助又は支給・貸与等に要した経

3 5

121 私立障害者施設助成に要する経費
障害者自立支援施設等、知的障害者援護施設等の私立の障害者施設の運営に対する
助成に要した経費（自立支援給付を除く）

3 6

122
居宅介護・活動支援、自立支援・社会参加促進、地域
生活支援事業費

障害者の身体介護、家事援助、行動援護などの日常生活全般にわたるサービスを提
供する事業、自立支援・社会参加促進、日常生活訓練など地域生活支援に要した経
費（相談員配置、療育支援、社会参加促進等を含む）

障害者総合支援法 3 7

123
障害者就労促進等に要する経費
※小規模作業所・地域活動支援センター等運営助成に
要する経費を含む

・事業主、障害者その他の関係者に対する援助の措置及び障害者の特性に配慮した
職業リハビリテーションの措置を講ずる等障害者の雇用の促進及びその職業の安定
を図るために要した経費（事業者への助成を含む）
・身体障害者・知的障害者・精神障害者などが利用する共同作業所・地域活動支援
センター等に対する補助金額

障害者総合支援法
123,
249

3 8

124 権利擁護推進事業費
障害者に対する相談業務や成年後見制度の普及・活用促進事業など、障害者の権利
利益の保護等のために要した経費

3 9

125 障害者福祉関係団体補助に要する経費 障害者関係団体に対する補助に要した経費（市身体障害者連合会等） 4 0

126 障害者扶養共済事業に要した経費（地方単独事業分）
障害者の加入する扶養共済制度に要した経費（加入者に対する掛金の助成等に要し
た経費を含む）

40,
126

4 1

127 福祉事務所管理費 福祉事務所の運営経費
社会福祉法等、売春防止法、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法
律

87,
127

4 2

128 隣保館に要する経費
・公立隣保館の運営経費
・私立隣保館の運営に対する助成に要した経費

4 3

129 ホームレス自立支援事業費
ホームレスに対する自立の支援を推進するため、就労対策、生活支援等の事業に要
した経費

生活困窮者自立支援法
129,
242

4 4

130
低所得者・生活困窮者等に対する給付・公共料金の軽
減、福祉灯油助成等に要する経費

低所得世帯・生活困窮者、高齢者、障害者等に対する生活援助給付、水道料金など
の公共料金の軽減、灯油購入費の助成等に要した経費

4 5

131
女性保護に要する事業費
※婦人相談所、婦人保護施設管理費を含む

・配偶者からの暴力の防止、被害者の自立を支援するための事業等に要した経費
（ＤＶ対策事業を含む）
・婦人相談所、婦人保護施設の運営経費

売春防止法（婦人相談所設置の根拠法令）、配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護等に関する法律（配偶者暴力相談支援センターに関する根拠法令）

41,
131

4 6

132
戦傷病者及び戦死者遺族等援護に要する経費
※原子爆弾被爆者支援（地方単独事業分）に要する経
費を含む

・戦傷病者及び戦死した者の遺族を援護するために要した経費（中国残留邦人、戦
傷病者等含む）
・原子爆弾被爆者に対する見舞金の支給その他の支援に要した経費（地方単独事業

132,
203

4 7

133 交通災害共済事業費 交通災害共済特別会計への繰出し 4 8

134 国民年金関係事務費（地方単独事業分） 納付相談など、国民年金に関する地方単独事業に要した経費 国民年金法 4 9

135 行旅病人及び死亡人取扱事務費 行旅病人に対する救護及び行旅死亡人に対する取扱いに要した経費 5 0

136 人権関連事業費
人権尊重の理念への理解を深めるための広報、イベント等の人権啓発活動にかかる
事業に係る費用

5 1

137 母子（父子）家庭医療費助成に要する経費 ひとり親家庭等を対象とした医療費の自己負担に対する助成
4,

137,
159

5 2

138
障害児入所施設等管理費等
※地域療養・居宅介護等障害児支援事業費を含む

・障害児のための入所施設（福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設等）の
運営経費。心身障害児（者）等のための総合的な医療療育相談支援機関として運営
（委託）する療育センター等についても含む。
・在宅障害児の生活支援のため行う、障害児（者）地域療育等支援事業など、障害
児の支援のために要した経費（重度障害児対応含む）

16,
138

5 3

139 母子家庭等支援に要する経費
母子自立支援員の配置など、母子家庭の支援のために要した経費（母子生活支援施
設運営費負担を含む）

児童扶養手当法、母子及び父子並びに寡婦福祉法
32,
139

5 4

140 子どもの発達相談・支援事業費
発達障害児等に関する相談事業や支援事業に要した経費（育児教室臨床心理指導委
託料等）

35,
140

5 5

141 結婚相談事業費 少子化対策として行う結婚相談事業の実施に要した経費
37,
141

5 6

142 外国籍住民等福祉給付金助成に要する経費
国民年金制度上、加入要件に該当せず無年金となっている外国人等の高齢者に対
し、支給する福祉給付金（都道府県の場合、市町村に対する助成を含む）

84,
142

5 7

143 アイヌ施策に要する経費 アイヌ文化伝承等の実施に要した経費 5 8

144
その他の障害者福祉関係サービスに要する経費
※その他の障害者福祉施設サービスに要する経費を含

・その他の障害者福祉の実施に要した経費（身体障害者福祉電話設置事業等）
・その他障害者福祉を行う施設に要する経費（障害者総合支援関係日々雇用職員関

身体障害者福祉法 5 9

145
その他の社会福祉関係サービス（社会保障施策）に要
する経費
※その他の社会福祉施設サービスに要する経費を含む

・その他の貧困・格差対策等関係サービス
・その他の貧困・格差対策等施設サービス

6 0

146 その他の総合福祉関係サービスに要する経費
上記以外で複数の分野にまたがる社会保障サービスで各分野に区分できない経費
（福祉計画策定事業等）

86,
146

6 1

04 社会福祉費　小計 112,410 11,542 32,839 50,494 72,091 279,376 166,966 6 2

05 災害救助費
147 災害救助に要する経費

災害救助、災害発生に備えた他地域との連絡調整・情報提供等関係経費（見舞金を
含む）

災害対策基本法、消防組織法、災害弔慰金の支給等に関する法律
147,
368

6 3

148 その他災害救助に要する経費 上記に含まれないその他災害救助に要する経費 6 4

05 災害救助費　小計 6 5

01 民生費　合計 114,945 72,275 1,987 21,623 119,667 82,947 131,308 542,765 404,210 6 6

色に着色した歳出小区分については、団体により異なる歳出大区分・中区分に計上していることが考えられるため、複数の歳出大区分・中区分の下に歳出小区分を設定したもの。計上に当たっては、貴団体の計上している歳出大区分・中区分の下に設定されている歳出小区分にのみ、決算額を計上されたい。

色に着色した歳出小区分については、社会保障関係の事業に係る経費に相当し、「社会保障施策に要する経費」に関する調査の「様式１（地方単独事業として実施する社会保障関係事業に要する経費）」と同じ区分を用いている。対応関係については、別添２「区分対比表（地方単独事業（ソフト）決算額調査区分／社会保障関係事業に要する経費調査区分）」を参照されたい。



[AGNHY297]

地方単独事業（ソフト）の決算額の状況　その１ 令和４年度 １０８頁

団体コード １４３６６９ 都道府県名 神奈川県
表番号 ９１ 団  体  名 開成町

（単位：千円）

(49) (50) (51) (52) (53) (54) (55) (56) (57) (58) (59) (60) (61) (62) (63) (64) (65) (66) (67) (68) (69) (70) (71) (72)

単　　　独　　　事　　　業　　　費 単独合計 一般行政経費 Ｏについて、

同 一 人件費 物件費 維持補修費 扶助費 補助費等 普通建設 災害復旧 失業対策 公債費 積立金 投資・出資金 貸付金 繰出金 前年度繰上 単独合計 同一小区分が

大枝番 中枝番 番号 歳出小区分 事務の内容 関係法律 小 区 分 の うち備品 うち地方債 うち都道府県に うち市町村に うち一部事務組合 うち公営企業 うち税還付金 事業費 事業費 事業費 うち市町村に うち年度内 うち公営企業 充用金 複数設定されて 行

複 数設 定先 購入費 発行手数料等 対するもの 対するもの に対するもの 繰出金 対するもの 回収分 繰出金 いるものを合算

Ａ Ｂ ａ ｂ Ｃ Ｄ Ｅ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ ｈ ｉ Ｍ ｊ Ｎ Ａ～Ｎ Ｏ Ｐ

02 衛生費 01 清掃費
149 廃棄物対策に要する経費

一般廃棄物の適正処理、産業廃棄物の適正処理、収集委託業者に対する費用、ゴミ処
理施設維持管理に係る経費（集約した施設によるし尿処理を含む）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、浄化槽法、ダイオキシン類対策特別措置法、ポ
リ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法、使用済自動車の再
資源化等に関する法律

93,214 572 2,477 136,926 232,617 229,568 0 1

150 リサイクル実施関係事業費
ごみの発生抑制やリサイクルの周知、ごみの減量、分別の推進に関する経費（リサイ
クル施設の維持管理費を含む）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、浄化槽法、ダイオキシン類対策特別措置法、ポ
リ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法、使用済自動車の再
資源化等に関する法律、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法
律、特定家庭用機器再商品化法、使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法

0 2

151 浄化槽維持管理促進事業費
浄化槽による生活排水の適正処理に要する経費（し尿処理、特定地域生活排水処理を
含む）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、浄化槽法、ダイオキシン類対策特別措置法、ポ
リ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法、使用済自動車の再
資源化等に関する法律

151,
204

0 3

152 環境保全事業費
環境美化に対する住民の意識の一層の向上を図るためのポイ捨て防止対策及び市民参
加による清掃活動等による経費（啓発費も含む）

環境基本法、地球温暖化防止法、地球温暖化対策の推進に関する法律、環境教育等に
よる環境保全の取組に関する法律、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法
律

152,
205

0 4

153 その他環境企画に要する経費 その他の環境企画に要する経費 環境基本法、公害防止事業費事業者負担法、公害紛争処理法
153,
208

0 5

01 清掃費　小計 93,214 572 2,477 136,926 232,617 229,568 0 6

02 保健衛生費 154 市町村保健センター管理費 市町村保健センターの運営経費 91,128 118,464 50 3,384 1,648 86,424 35,458 301,048 171,028 0 7

155 口腔保健センター管理費 口腔保健センター等の運営経費 0 8

156 乳幼児医療費助成（義務教育就学前分）に要する経費
未成年者を対象とした医療費の自己負担に対する助成のうち義務教育就学前分（未熟
児への医療費助成を含む）

母子保健法
1,
156

125,623 0 9

157 乳幼児医療費助成（義務教育就学後分）に要する経費 未成年者を対象とした医療費の自己負担に対する助成のうち義務教育就学後分
2,
157

1 0

158 妊産婦・寡婦等医療費助成に要する経費
妊産婦や寡婦等を対象とした医療費の自己負担に対する助成（分娩費の補助等を含
む）

母子保健法

3,
103,
158

1 1

159 母子（父子）家庭医療費助成に要する経費 ひとり親家庭等を対象とした医療費の自己負担に対する助成

4,
137,
159

1 2

160 障害者医療費助成に要する経費
障害者（重症心身障害児（者）、心身障害児、精神障害者）を対象とした医療費の自
己負担に対する助成（事務費も含む）

43,
104,
160

1 3

161 小児医療に要する経費 小児医療（小児救急含む）の確保等の経費
5,
161

1 4

162
難病医療費助成に要する経費（地方単独分）
※超過負担分を含む

難治性の原因不明の疾病について、治療方法の解明、治療費補助、見舞金の支給、相
談・支援等に要した経費

106,
162

1 5

163
小児慢性疾患医療費助成に要する経費
※超過負担分を含む

小児慢性特定疾病調査研究費に要した経費
107,
163

1 6

164 不妊治療費助成（地方単独事業分）に要する経費 不妊治療に係る助成に要した経費
45,
164

1 7

165 ハンセン病患者支援事業費
ハンセン病及びその後の後遺症、その他の関連疾患の医療提供する体制整備、社会復
帰支援・啓発事業などのハンセン病対策に要した経費

1 8

166 乳幼児健康診査事務費 １歳６か月・３歳児健診等の乳幼児に係る健康診査に要した経費 母子保健法
6,
166

1 9

167 妊産婦健康診査（地方単独事業分）に要する経費
一般の病院等で行う妊産婦健診の費用助成に要した経費及び保健所・保健センター等
で行う妊産婦健診に要した経費（地方単独事業分）

母子保健法
7,
167

2 0

168 新生児マス・スクリーニング検査事務費
先天性代謝異常症、内分泌疾患等の早期発見のために実施する新生児マス・スクリー
ニング検査に要した経費

8,
168

2 1

169 予防接種に要する経費
定期予防接種のほか、任意に行われている予防接種（例：Ｈｉｂワクチン、肺炎球菌
ワクチン等）の実施や費用の助成に要した経費（地方単独事業分）

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 2 2

170 健康被害給付に要する経費 健康被害者への給付金 2 3

171
がん対策（地方単独事業分）に要する経費（がん検診
を除く）

がん患者への医療費助成、がん登録等のがん対策に要した経費（がん検診に要したも
のを除く）（地方単独事業分）

がん登録等の推進に関する法律 2 4

172 がん検診（地方単独事業分）に要する経費 がん検診に要した経費（費用助成の場合も含む）（地方単独事業分）
浄化槽法、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、地域保健法、
健康増進法、がん対策基本法

2 5

173 肝炎対策に要する経費 肝炎検査・検査経費の助成等の肝炎対策に要した経費（地方単独事業分） 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 2 6

174 成人健康診査・生活習慣病対策に要する経費
成人に対する各種健診の費用助成、保健所・保健センターなどで行う成人健診、生活
習慣病対策（がん対策を除く）に要した経費

浄化槽法、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、地域保健法、
健康増進法、がん対策基本法

2 7

175 後期高齢者保健に要する経費（地方単独事業分） ７５歳以上の高齢者向けの保健事業に要した経費（健診、人間ドック助成等）
54,
175

2 8

176 歯科保健・口腔衛生に要する経費
歯周疾患健診を含む歯科保健・口腔衛生に要する経費（歯科病院・診療所、障害者の
歯科診療等に係る経費も含む）

2 9

177
公立病院・診療所、公立大学病院、国保病院（一般会
計負担）に要する経費

公立病院・診療所、公立大学病院、国保病院に対する一般会計負担（広域病院に対す
る負担金や市町村立病院・診療所に対する補助を含み、公営企業会計への繰出分及び
建設費財源分を含まないこと）

3 0

178
公立病院・診療所、公立大学病院、国保病院（公営企
業会計繰出分）に要する経費

公立病院・診療所、公立大学病院、国保病院に対する一般会計負担のうち、公営企業
会計への繰出分（国保直診勘定への繰出分を含む）

3 1

179 私立病院・診療所助成に要する経費 私立病院・診療所の運営費等の助成に要した経費（医療体制強化事業等） 3 2

180
ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の設置・管理、高度医
療機器の整備促進等事務費

ＡＥＤ（自動体外式除細動器）等の医療機器の整備、設置促進等に要した経費（各施
設に設置したAEDに係る費用を除く）

3 3

181 都道府県ナースセンター管理費 都道府県ナースセンターの運営経費 保健師助産師看護師法
181,
233

3 4

182 医療人材確保に要する経費

医師・看護師・保健師等確保・育成経費（他に計上したものを除く）、返還免除見込
みの修学資金貸付金、都道府県の自治医科大学運営費負担金、医師派遣に係る負担
金、医師・看護師等の研修経費、看護師・准看護師・保健師・助産師養成所の運営経
費、地域医療支援センターに係る経費

保健師助産師看護師法、浄化槽法、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関
する法律、地域保健法、健康増進法、がん対策基本法

182,
227

3 5

183 救急医療施設運営費等助成に要する経費 救急救命センター等の救急医療施設の運営補助など救急医療対策に要した経費
183,
232

3 6

184 夜間休日等救急医療体制運営費補助に要する経費
地域内の病院群輪番制、在宅当番医制、休日夜間診療施設の運営等により休日・夜間
の救急患者を受け入れるための体制整備の補助（１・２次救急）に要した経費

3 7

185
周産期救急医療・精神科救急医療等　特殊救急医療運
営費等補助に要する経費

周産期救急医療・精神科救急医療等の特殊救急医療の運営費補助に要した経費 3 8

186 へき地医療に要する経費
へき地医療体制確保のための応援医師、代診医師の確保、へき地巡回診療、へき地在
宅訪問看護等、へき地医療対策の経費

186,
234

3 9

187 災害時における医療事務費 災害時における医療の確保等の経費
187,
235

4 0

188 病院内保育所運営補助に要する経費
地方が単独で行う、看護職員の確保対策として、医療施設等に勤務する看護職員の乳
幼児の保育を行う事業に対する運営費補助に要した経費

188,
238

4 1

189
新型インフルエンザ対策（地方単独事業分）に要する
経費

新型インフルエンザの蔓延防止のために実施する情報収集、人材育成、要援護者への
食料等の配布等に要した経費（地方単独事業分）

4 2

190
新型コロナウイルス対策（地方単独事業分）に要する
経費

新型コロナウイルスの蔓延防止のために実施する情報収集、情報発信、人材育成、要
援護者への食料等の配布等に要した経費（地方単独事業分）

4 3

191
新型コロナウイルス対策のうち、公共施設や避難所等
における感染対策（地方単独事業分）に要する費用

新型コロナウイルスの蔓延防止のために必要な備品や設備整備に要する経費（地方単
独事業分）

4 4

192
新型コロナウイルス対策のうち、PCR等の検査体制の強
化（地方単独事業分）に要する経費

医療機関、保健所等で実施するPCR検査・抗原検査等のために必要な備品や設備整備
に要する経費（地方単独事業分）
※PCR検査等の費用に対する助成に要する経費は193へ計上すること

4 5

193 新型コロナウイルス医療費助成に要する経費
新型コロナウイルス感染症患者を対象とした医療費の自己負担や、PCR検査等の費用
に対する助成に要する経費（事務費も含む）

4 6

194 感染症予防事業費
感染症に関する知識の普及、感染症に関する情報の収集、分析及び提供、感染症に関
する研究の推進、感染症予防に係る人材の養成等の感染症の蔓延防止のための対策に
要した経費（189～193,236以外の経費（狂犬病･狂牛病予防対策、エイズ対策等））

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
108,
194

4 7

195 住民健康増進事業費
高齢者を含む住民に対する健康対策、医療相談、健康相談事業、保健指導活動等に要
した経費（地方単独事業分）

健康増進法、がん対策基本法、浄化槽法、感染症の予防及び感染症の患者に対する医
療に関する法律、地域保健法

4 8

196 臓器移植対策事業費
臓器移植コーディネーターの設置、移植医療普及のための普及啓発活動など、臓器移
植対策に要した経費

医師法、歯科医師法、歯科衛生士法、歯科技工士法、あん摩マッサージ指圧師、はり
師、きゅう師等に関する法律、柔道整復師法、診療放射線技師法、臨床検査技師、衛
生検査技師等に関する法律、死体解剖保存法、医療法、臓器の移植に関する法律、地
域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律

196,
228

4 9

197 輸血用血液の安定確保、献血推進等事業費 輸血用血液の安定確保や献血の推進のための普及啓発事業等に要した経費
197,
229

5 0

198 医薬品・ワクチン等の備蓄事務費 医薬品・ワクチン等の備蓄に要した経費 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
57,
198

5 1

199 医療関係団体補助に要する経費 医療関係団体に対する補助・助成に要した経費（県総合健診センター等）
199,
226

5 2

200

精神保健福祉施設等に要する経費
※次の経費を含む
・公立精神保健福祉施設管理費
・公立精神障害者社会復帰施設管理費
・私立精神保健福祉施設・精神障害者社会復帰施設助
成に要する経費

・精神保健福祉センターの運営経費（自立支援給付を除く）
・精神障害者社会復帰施設の運営経費（自立支援給付を除く）
・私立の精神保健福祉センター、精神障害者社会復帰施設等の運営に対する助成に要
した経費（自立支援給付を除く）

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

39,
115,
200

5 3

201 交通費・燃料代助成に要する経費 障害者のためのタクシー・バス等の運賃助成事業等（交通費助成等）に要した経費
118,
201

5 4

202
精神障害者支援事業費等
※精神保健福祉相談・こころの健康づくり事業費を含
む

・精神障害者の社会復帰の促進及び自立と社会経済活動への参加の促進を図るため、
精神障害者社会適応訓練事業等の実施に要した経費
・障害者等からの相談に応じ、必要な情報の提供等の実施に要した経費（こころの健
康相談・自殺対策事業等を含む）

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 5 5

203
戦傷病者及び戦死者遺族等援護に要する経費
※原子爆弾被爆者支援（地方単独事業分）に要する経
費を含む

・戦傷病者及び戦死した者の遺族を援護するために要した経費（中国残留邦人、戦傷
病者等含む）
・原子爆弾被爆者に対する見舞金の支給その他の支援に要した経費（地方単独事業

132,
203

5 6

204 浄化槽維持管理促進事業費
浄化槽による生活排水の適正処理に要する経費（し尿処理、特定地域生活排水処理を
含む）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、浄化槽法、ダイオキシン類対策特別措置法、ポ
リ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法、使用済自動車の再
資源化等に関する法律

151,
204

5 7

205 環境保全事業費
環境美化に対する住民の意識の一層の向上を図るためのポイ捨て防止対策及び市民参
加による清掃活動等による経費（啓発費も含む）

環境基本法、地球温暖化防止法、地球温暖化対策の推進に関する法律、環境教育等に
よる環境保全の取組に関する法律、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法
律

152,
205

5 8

206 公害対策事業費
廃棄物の減量化,再生利用及び適正処理対策に要する経費（水質汚濁調査費等を含
む）

大気汚染防止法、水質汚濁防止法、騒音規制法、悪臭防止法、廃棄物の処理及び清掃
に関する法律、農用地の土壌の汚染防止等に関する法律、海洋汚染等及び海上災害の
防止に関する法律、特定工場における公害防止組織の整備に関する法律、振動規制
法、ダイオキシン類対策特別措置法、特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管
理の改善の促進に関する法律、特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保
等に関する法律、土壌汚染対策法、絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関す
る法律、化製場等に関する法律

5 9

207 地球温暖化対策推進事業に要する経費 地球温暖化対策推進に係る経費
環境基本法、地球温暖化防止法、地球温暖化対策の推進に関する法律、環境教育等に
よる環境保全の取組に関する法律、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法
律

207,
470

6 0

208 その他環境企画に要する経費 その他の環境企画に要する経費 環境基本法、公害防止事業費事業者負担法、公害紛争処理法
153,
208

6 1

209 食品衛生事務費
食品関連事業所に対する食品衛生監視指導に要する経費（食肉センター事業特別会計
繰入を含む）

食品衛生法 6 2

210 生活衛生対策事務費 そ族こん虫駆除や公衆浴場衛生対策等の生活衛生の取締及び指導に要する経費
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、建築物における衛生的環
境の確保に関する法律、生活衛生営業六法（クリーニング業法、理容師法、美容師
法、興行場法、旅館業法、公衆浴場法）

6 3

211 水道対策事業費
水道事業会計補助金（上水道事業、簡易水道事業、専用水道事業、飲料水供給事業及
び法非適用会計事業を含む）

水道法 6 4

212 火葬・葬送施設管理費 会館納骨堂、斎場利用等施設の維持管理に要する経費（火葬場・墓地を含む） 墓地、埋葬等に関する法律 6 5

213 動物愛護に要する経費
飼い主のいない動物の去勢・不妊手術費等助成金に関する経費（動物適正飼養に関す
る普及啓発等を含む）

動物の愛護及び管理に関する法律 6 6

214 食育事業費 食育推進事業に要する経費（啓発費等も含む） 消費者基本法
214,
258

6 7

215 救急関係事業費
市民の応急手当講習の受講促進及び応急手当の市民指導者の養成に係る経費（救急啓
発費を含む）

消防組織法、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律
215,
365

6 8

216 エネルギー政策関係事業費
再生可能エネルギー導入、次世代エネルギー普及啓発等のエネルギー政策に要する経
費

216,
313,
468

6 9

217 空き家対策に要する経費
空き家に係る実態調査や管理・除却、空き家バンクの運営等の空き家対策に要する経
費（空き家の改修等に対する補助を含む）

217,
351,
453

7 0

218 その他の地域医療確保に要する経費
その他地域における医療提供体制（歯科休日救急診療所運営費補等）の確保に要した
経費

218,
239

7 1

219 その他の母子保健（地方単独事業分）に要する経費
保健所・保健センター等で行う母子保健対策事業に要した経費（地方単独事業分）
（先天性代謝異常等検査等に要した経費を含み、乳幼児健康診査、妊産婦健康診査を

母子保健法 7 2

220
その他の医療・保健関係サービスに要する経費
※その他の医療・保健施設サービスに要する経費を含
む

・その他の医療・保健関係サービスに要した経費
・上記以外の医療・保健関係施設サービスに要した経費

220,
240

7 3

02 保健衛生費　小計 91,128 118,464 50 3,384 1,648 86,424 35,458 301,048 171,028 7 4

03 結核対策費 221 結核対策に要する経費
結核に係る定期の健康診断その他の結核の予防及び啓発のための事業に要した経費
（地方単独事業分）

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 7 5

222 その他結核対策に要する経費 上記に含まれないその他結核対策に要する経費 7 6

03 結核対策費　小計 7 7

04 保健所費 223 保健所管理費 保健所の運営経費 地域保健法 7 8

224 その他保健所に要する経費 上記に含まれないその他保健所に要する経費 7 9

04 保健所費　小計 8 0

05 医薬費

225
介護予防・地域支え合い事業費
※在宅医療・訪問看護推進事業費を含む

・要援護高齢者やひとり暮らし高齢者、家族介護者に対して、介護予防サービス、生
活支援サービス、家族介護支援サービスを提供し、自立と生活の質の向上を図る「介
護予防・地域支え合い事業（生きがい活動通所支援、生活支援、家族介護支援等）」
に要した経費
・在宅療養や介護家族等の推進を目的に実施する、在宅医療のネットワークづくりや

介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律、老人福
祉法、高齢者虐待防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律、高齢者医療確
保法

79,
225

8 1

226 医療関係団体補助に要する経費 医療関係団体に対する補助・助成に要した経費（県総合健診センター等）
199,
226

8 2

227 医療人材確保に要する経費

医師・看護師・保健師等確保・育成経費（他に計上したものを除く）、返還免除見込
みの修学資金貸付金、都道府県の自治医科大学運営費負担金、医師派遣に係る負担
金、医師・看護師等の研修経費、看護師・准看護師・保健師・助産師養成所の運営経
費、地域医療支援センターに係る経費

保健師助産師看護師法、浄化槽法、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関
する法律、地域保健法、健康増進法、がん対策基本法

182,
227

8 3

228 臓器移植対策事業費
臓器移植コーディネーターの設置、移植医療普及のための普及啓発活動など、臓器移
植対策に要した経費

医師法、歯科医師法、歯科衛生士法、歯科技工士法、あん摩マッサージ指圧師、はり
師、きゅう師等に関する法律、柔道整復師法、診療放射線技師法、臨床検査技師、衛
生検査技師等に関する法律、死体解剖保存法、医療法、臓器の移植に関する法律、地
域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律

196,
228

8 4

229 輸血用血液の安定確保、献血推進等事業費 輸血用血液の安定確保や献血の推進のための普及啓発事業等に要した経費
197,
229

8 5

230 医療安全支援に要する経費 医療安全支援センター運営費などを含む、医療安全対策に要した経費

地域保健法、医師法、歯科医師法、歯科衛生士法、歯科技工士法、あん摩マッサージ
指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律、柔道整復師法、診療放射線技師法、臨床
検査技師、衛生検査技師等に関する法律、死体解剖保存法、医療法、臓器の移植に関
する法律、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律

56,
230

8 6

231 医薬品等安全事務費 薬事指導・医薬品等安全対策・麻薬覚せい剤対策等に要する経費 薬事法、毒物及び劇物取締法、覚せい剤取締法、麻薬取締法、大麻取締法、薬剤師法 8 7

232 救急医療施設運営費等助成に要する経費 救急救命センター等の救急医療施設の運営補助など救急医療対策に要した経費
183,
232

8 8

233 都道府県ナースセンター管理費 都道府県ナースセンターの運営経費 保健師助産師看護師法
181,
233

8 9

234 へき地医療に要する経費
へき地医療体制確保のための応援医師、代診医師の確保、へき地巡回診療、へき地在
宅訪問看護等、へき地医療対策の経費

186,
234

9 0

235 災害時における医療事務費 災害時における医療の確保等の経費
187,
235

9 1

236
新型インフルエンザ対策のうち、感染症指定医療機関
への運営費助成（地方単独事業分）に要する経費

発熱外来等医療機関に対する運営費の助成（地方単独事業分） 9 2

237
新型コロナウイルス対策のうち、医療機関への運営費
助成（地方単独事業分）に要する経費

発熱外来等医療機関に対する運営費の助成、協力金、医療機関への新型コロナウイル
スの蔓延防止のために必要な備品や設備整備、医療従事者への特殊勤務手当、超過勤
務手当、医療人材を確保するための取り組みに対する補助に要する経費（地方単独事

9 3

238 病院内保育所運営補助に要する経費
地方が単独で行う、看護職員の確保対策として、医療施設等に勤務する看護職員の乳
幼児の保育を行う事業に対する運営費補助に要した経費

188,
238

9 4

239 その他の地域医療確保に要する経費
その他地域における医療提供体制（歯科休日救急診療所運営費補等）の確保に要した
経費

218,
239

9 5

240
その他の医療・保健関係サービスに要する経費
※その他の医療・保健施設サービスに要する経費を含
む

・その他の医療・保健関係サービスに要した経費
・上記以外の医療・保健関係施設サービスに要した経費

220,
240

9 6

05 医薬費　小計 9 7

02 衛生費　合計 91,128 211,678 622 5,861 1,648 223,350 35,458 533,665 400,596 9 8

色に着色した歳出小区分については、団体により異なる歳出大区分・中区分に計上していることが考えられるため、複数の歳出大区分・中区分の下に歳出小区分を設定したもの。計上に当たっては、貴団体の計上している歳出大区分・中区分の下に設定されている歳出小区分にのみ、決算額を計上されたい。

色に着色した歳出小区分については、社会保障関係の事業に係る経費に相当し、「社会保障施策に要する経費」に関する調査の「様式１（地方単独事業として実施する社会保障関係事業に要する経費）」と同じ区分を用いている。対応関係については、別添２「区分対比表（地方単独事業（ソフト）決算額調査区分／社会保障関係事業に要する経費調査区分）」を参照されたい。



[AGNHY297]

地方単独事業（ソフト）の決算額の状況　その１ 令和４年度 １０９頁

団体コード １４３６６９ 都道府県名 神奈川県

表番号 ９１ 団  体  名 開成町
（単位：千円）

(73) (74) (75) (76) (77) (78) (79) (80) (81) (82) (83) (84) (85) (86) (87) (88) (89) (90) (91) (92) (93) (94) (95) (96)

単　　　独　　　事　　　業　　　費 単独合計 一般行政経費 Ｏについて、

同 一 人件費 物件費 維持補修費 扶助費 補助費等 普通建設 災害復旧 失業対策 公債費 積立金 投資・出資金 貸付金 繰出金 前年度繰上 単独合計 同一小区分が

大枝番 中枝番 番号 歳出小区分 事務の内容 関係法律 小 区 分 の うち備品 うち地方債 うち都道府県に うち市町村に うち一部事務組合 うち公営企業 うち税還付金 事業費 事業費 事業費 うち市町村に うち年度内 うち公営企業 充用金 複数設定されて 行

複 数 設 定 先 購入費 発行手数料等 対するもの 対するもの に対するもの 繰出金 対するもの 回収分 繰出金 いるものを合算

Ａ Ｂ ａ ｂ Ｃ Ｄ Ｅ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ ｈ ｉ Ｍ ｊ Ｎ Ａ～Ｎ Ｏ Ｐ

03 労働費 01 労働諸費
241 高齢者就業対策に要する経費

高年齢者等の再就職促進のために必要な職業紹介、職業訓練等の体制の整備を行う
等、高年齢者等の雇用機会その他の多様な就業の機会の確保等を図るために要した
経費（シルバー人材センターへの活動費助成を含む）

老人福祉法、高齢者虐待防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律、高齢
者医療確保法

82,
241

0 1

242 ホームレス自立支援事業費
ホームレスに対する自立の支援を推進するため、就労対策、生活支援等の事業に要
した経費

生活困窮者自立支援法
129,
242

0 2

243 若年者就労支援に要する経費
就職相談のための相談会・説明会等の開催等、就労を希望する若者のための雇用・
就労支援に要した経費（私立の施設運営に対する助成費用を含む）

0 3

244 地域若者サポートステーション事業費
地域若者サポートステーション事業のうち、地方が地域の実情に応じて行う独自事
業の実施に要した経費

0 4

245 就労促進関係団体補助に要する経費 就労促進関係団体への助成事業 0 5

246
職業能力開発校・公立職業訓練校等管理費（地方単独
事業分）

職業能力開発校、公立職業訓練校等の運営経費（地方単独事業分） 職業能力開発促進法 0 6

247 公立労働福祉施設・労働センター等管理費
勤労者を始めとする市民の福祉・文化教養の向上や会議・研修のための施設の運営
経費

職業能力開発促進法 0 7

248 ジョブカフェ、就職相談支援センター等管理費
働く意欲がありながら、さまざまな要因のため就労できない方の雇用・就労促進を
目的とした施設の運営経費

0 8

249
障害者就労促進等に要する経費
※小規模作業所・地域活動支援センター等運営助成に
要する経費を含む

・事業主、障害者その他の関係者に対する援助の措置及び障害者の特性に配慮した
職業リハビリテーションの措置を講ずる等障害者の雇用の促進及びその職業の安定
を図るために要した経費（事業者への助成を含む）
・身体障害者・知的障害者・精神障害者などが利用する共同作業所・地域活動支援
センター等に対する補助金額

障害者総合支援法
123,
249

0 9

250 その他の就労促進施設サービスに要する経費 上記以外の就労促進に係る施設サービスに要する経費 1 0

251 その他の就労促進関係サービスに要する経費 上記以外のその他の就労促進事業に要した経費 1 1

252 労働委員会事務費 労働委員会の運営に要する経費 1 2

253 労働基準行政事務費 労働基準・雇用環境の改善指導に要する経費 1 3

254 雇用均等行政事業費 男女共同参画社会実現に向けた施策に要する経費（雇用に係る部分に限る） 1 4

255 その他の労働関係に要する経費 その他の労働費 1 5

01 労働諸費　小計 1 6

03 労働費　合計 1 7

04 農林水
　 産業費

01 農業費
256 就農支援に要する経費

農業の担い手育成に関する経費（担い手への農地利用の集積・集約化、遊休農地の
発生防止・解消、新規参入の促進も含む）

農業経営基盤強化促進法 21,502 10,825 378 6,861 4,227 4,480 47,895 14,674 1 8

257 農作物ＰＲ事業費
PRのための環境づくりを行うため、認知度向上に要する費用（食材提供店の登録、
食品産業事業者へのニーズ調査、地産外消・地産地消の推進による販路拡大支援、
輸出拡大事業等を含む）

果樹農業振興特別措置法 1 9

258 食育事業費 食育推進事業に要する経費（啓発費等も含む） 消費者基本法
214,
258

2 0

259 農村支援事業費 農村の集落地域整備や中山間地域農業の振興に関する経費 地力増進法 2 1

260 農業改良事務費 農業改良資金に関する事務 農業改良資金助成法 2 2

261 農業試験研究に要する経費 農業品種の改良に要する試験研究経費（試験研究施設の管理運営費を含む） 農業改良助長法 2 3

262 検疫事務費 病害虫の防除等の農産物の検疫に要する事務 森林病害虫等防除法、森林法、森林・林業基本法
262,
289

2 4

263 鳥獣対策事業費 農産物の鳥獣害対策に要する経費 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律
263,
277

2 5

264 特定農作物支援事業費 特定の農業品種の生産改善、振興に要する経費 農業競争力強化支援法、種苗法 2 6

265 農業経営基盤強化・高度化事業費 農業経営の改善、農産物の加工等の高度化に要する経費 農業経営基盤強化促進法、食料・農業・農村基本法 2 7

266 環境農法事業費 地力保全や土壌汚染防止対策に要する経費
地球温暖化対策の推進に関する法律、環境教育等による環境保全の取組に関する法
律、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律

2 8

267 農業委員会事務費 農業委員会の活動に要する経費 農業委員会等に関する法律 2 9

268 その他農業関係に要する経費 その他農業振興に要する経費 3 0

01 農業費　小計 21,502 10,825 378 6,861 4,227 4,480 47,895 14,674 3 1

02 畜産業費 269 家畜保健事務費 家畜衛生に関する事務 3 2

270 畜産試験研究に要する経費 家畜品種の改良に要する試験研究経費（試験研究施設の管理運営費を含む） 3 3

271 畜産生産基盤強化事業費 畜産経営の改善、畜産の加工等の高度化に要する経費 3 4

272 その他畜産業関係に要する経費 その他の畜産の生産改善、振興に要する経費 酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律 3 5

02 畜産業費　小計 3 6

03 農地費
273 農地対策に要する経費

農地の開発改良、生産条件の整備及び土地改良の高度化に要する経費（土地改良施
設の維持管理費、農道整備を含む）

土地改良法、農業委員会等に関する法律 3 7

274 農地防災施設管理費 農地防災に要する経費（施設（ため池、農業ダム等）の維持管理、更新等を含む） 3 8

275 農業集落排水事業費
農業集落排水事業に要する経費（簡易排水事業会計及び小規模集落排水処理事業会
計への操出金又は貸付金等を含む）

3 9

276 その他農地に要する経費 上記に含まれないその他農地に要する経費 4 0

03 農地費　小計 4 1

04 林業費
277 鳥獣対策事業費 農産物の鳥獣害対策に要する経費 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律

263,
277

4 2

278 林地台帳の整備の推進に要する経費
林地台帳の整備の推進に要する経費（GISやクラウド等システムの整備や森林資源
情報の高度利用を含む）（関連する林業普及指導、研究開発、普及啓発に要する経

森林法、地すべり等防止法 4 3

279
森林所有者の確定・境界の明確化、施業の集約化の促
進に要する経費

森林所有者の確定・境界の明確化、施業の集約化の促進に要する経費（関連する林
業普及指導、研究開発、普及啓発に要する経費を含む）

森林法、地すべり等防止法、森林法 4 4

280 林業の担い手対策に要する経費
林業の担い手対策に要する経費（関連する林業普及指導、研究開発、普及啓発に要
する経費を含む）

4 5

281 間伐等により生産された木材の活用等に要する経費
間伐等により生産された木材の活用に要する経費（関連する林業普及指導、研究開
発、普及啓発に要する経費を含む）

森林法、地すべり等防止法 4 6

282 森林整備費【公有林】
公有林野（地方公共団体有林、森林整備法人有林、財産区）における間伐等の管
理・整備に要する経費

4 7

283 森林整備費【民有林】
地方公共団体が行う民有林の管理・整備に要する経費や森林整備法人等に対する支
援

森林経営管理法 4 8

284 林業公社の経営支援補助費 林業公社に対する地方公共団体の利子補給等に要する経費 4 9

285 林道・林業専用道の維持修繕等に要する経費 林道・林業専用道の維持管理等に要する経費（開設に要する経費を含む） 5 0

286 高性能林業機械等の導入に要する経費 高性能林業機械等を導入し高収益化を図るための経費（補助を含む） 5 1

287 森林計画の策定等に要する経費 森林計画の策定、各種審議会等に要する経費 5 2

288 森林・林業の一般向け普及啓発
一般向け普及啓発のためのイベント、森林公園や体験施設の整備・運営、森林環境
教育等に要する経費

5 3

289 検疫事務費 病害虫の防除等の農産物の検疫に要する事務 森林病害虫等防除法、森林法、森林・林業基本法
262,
289

5 4

290 林業集落排水事業費
林業集落排水事業に要する経費（林業集落排水事業会計への繰出金又は貸付金等を
含む）

5 5

291 その他林業関係に要する経費 その他の林業振興に要する経費 5 6

04 林業費　小計 5 7

05 水産業費 292 水産業試験研究に要する経費 水産業の改良に要する試験研究経費（試験研究施設の管理運営費を含む） 5 8

293 漁港漁場管理費 漁業調整に関する事務及び漁港の維持管理等に要する経費 漁業法、水産基本法、漁港漁場整備法 5 9

294 水産指導・監督事務費 漁業法等による取締に要する経費 漁業法、海洋生物資源の保存及び管理に関する法律 6 0

295 漁業金融事務費 漁業近代化資金、沿岸漁業改善資金等の管理運営に要する経費 漁業近代化資金融通法 6 1

296 漁業集落排水事業費
漁業集落排水事業に要する経費（漁業集落排水事業会計への操出金又は貸付金等を
含む）

6 2

297 漁業就労支援に要する経費
水産業の担い手育成に関する経費（関連する林業普及指導、研究開発、普及啓発に
要する経費を含む）

6 3

298 水産生産基盤強化事業費 水産経営の改善、水産の加工等の高度化に要する経費 6 4

299 その他水産業関係に要する経費 水産業の生産改善、振興に要する経費 水産基本法 6 5

05 水産業費　小計 6 6

04 農林水産業費　合計 21,502 10,825 378 6,861 4,227 4,480 47,895 14,674 6 7

05 商工費 01 商工費 300 消費者行政事務費 消費者生活センター、消費者相談、消費者啓発に係る経費 消費者基本法、景品表示法、製造物責任法、消費者契約法、消費者安全法 26,422 29,194 8,602 43,703 214 7,690 7,690 115,825 72,897 6 8

301 制度融資事務費 地域の中小企業に対する制度融資、制度融資関係事務費 独立行政法人中小企業基盤整備機構法、信用保証協会法 6 9

302 卸売市場に要する経費
卸売市場の管理運営経費、卸売市場に対する補助、出資金（市場事業会計補助金を
含む）

7 0

303 企業誘致・産業立地関連事業費 企業立地、企業誘致の促進に係る経費（産業集積や、流通団地に係るものを含む） 工場立地法 7 1

304 計量関連事務費 計量器の検査、指導関係事業費 計量法 7 2

305 産業振興施設管理費
産業技術センター、中小企業センターをはじめとした産業を振興に係る施設の管理
運営費

信用保証協会法 7 3

306 起業支援に要する経費 起業・事業承継支援関係事業費 7 4

307 技術開発・高度化に要する経費 技術開発の支援に要する経費 7 5

308 中小企業対策に要する経費 中小企業支援に要する経費
工場立地法、中小企業等協同組合法、中小企業団体の組織に関する法律、商工会
法、商工会議所法、商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法

7 6

309 地場産業振興事業費 地場産業振興に要する経費
工場立地法、中小企業等協同組合法、中小企業団体の組織に関する法律、商工会
法、商工会議所法、商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法

7 7

310 商工会の助成に要する経費 商工会の活動支援に要する経費
工場立地法、中小企業等協同組合法、中小企業団体の組織に関する法律、商工会
法、商工会議所法、商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法

7 8

311 商店街・中心市街地活性化事業費
商店街・中心市街地活性化に要する経費（大規模小売店舗法施行に要する経費を含
む）

工場立地法、中小企業等協同組合法、中小企業団体の組織に関する法律、商工会
法、商工会議所法、商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法

7 9

312 貿易事業費 国際経済交流・貿易の振興に要する経費 8 0

313 エネルギー政策関係事業費
再生可能エネルギー導入、次世代エネルギー普及啓発等のエネルギー政策に要する
経費

216,
313,
468

8 1

314 その他商業関係に要する経費 その他商業振興に要する経費 8 2

315 その他鉱工業関係に要する経費 特定工業および鉱業の育成・支援など鉱工業支援に要する経費 8 3

01 商工費　小計 26,422 29,194 8,602 43,703 214 7,690 7,690 115,825 72,897 8 4

02 観光費 316 観光力向上事業費 観光ガイドの育成、外国語案内の充実等の観光客受入体制の整備に係る経費 8 5

317 観光プロモーション事業費 観光振興のための魅力発信、宣伝、パンフレット作成等に要する経費 8 6

318 観光施設管理費 観光案内所等の観光施設の管理、運営に要する経費（民間施設への補助を含む） 8 7

319 自然公園管理費 自然公園の維持・管理に要する経費 自然公園法、絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律 8 8

320 観光イベント事業費
観光振興のための各種イベントの開催、運営等に要する経費（民間団体への補助を
含む）

8 9

321 その他観光関係に要する経費 その他観光に要する経費 9 0

02 観光費　小計 9 1

05 商工費　合計 26,422 29,194 8,602 43,703 214 7,690 7,690 115,825 72,897 9 2

色に着色した歳出小区分については、団体により異なる歳出大区分・中区分に計上していることが考えられるため、複数の歳出大区分・中区分の下に歳出小区分を設定したもの。計上に当たっては、貴団体の計上している歳出大区分・中区分の下に設定されている歳出小区分にのみ、決算額を計上されたい。

色に着色した歳出小区分については、社会保障関係の事業に係る経費に相当し、「社会保障施策に要する経費」に関する調査の「様式１（地方単独事業として実施する社会保障関係事業に要する経費）」と同じ区分を用いている。対応関係については、別添２「区分対比表（地方単独事業（ソフト）決算額調査区分／社会保障関係事業に要する経費調査区分）」を参照されたい。



[AGNHY298]

地方単独事業（ソフト）の決算額の状況　その２ 令和４年度 １１０頁

団体コード １４３６６９ 都道府県名 神奈川県

表番号 ９２ 団  体  名 開成町
（単位：千円）

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16) (17) (18) (19) (20) (21) (22) (23) (24)

単　　　独　　　事　　　業　　　費 単独合計 一般行政経費 Ｏについて、

同 一 人件費 物件費 維持補修費 扶助費 補助費等 普通建設 災害復旧 失業対策 公債費 積立金 投資・出資金 貸付金 繰出金 前年度繰上 単独合計 同一小区分が

大枝番 中枝番 番号 歳出小区分 事務の内容 関係法律 小 区 分 の うち備品 うち地方債 うち都道府県に うち市町村に うち一部事務組合 うち公営企業 うち税還付金 事業費 事業費 事業費 うち市町村に うち年度内 うち公営企業 充用金 複数設定されて 行

複 数 設 定 先 購入費 発行手数料等 対するもの 対するもの に対するもの 繰出金 対するもの 回収分 繰出金 いるものを合算

Ａ Ｂ ａ ｂ Ｃ Ｄ Ｅ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ ｈ ｉ Ｍ ｊ Ｎ Ａ～Ｎ Ｏ Ｐ

06 土木費 01 土木管理費 322 建築指導監督事務費
耐震診断、建築確認申請等の建築物に係る審査、診断費、違反建築物の指導に係る
経費等

建築基準法 13,383 58,706 236,264 140,359 138,569 91,627 540,339 152,123 0 1

323 土木総務事務に要する経費
道路、水路、下水道、公園に関する許認可事業、境界調査事業等の土木事務所の運
営に係る費用

土地収用法 0 2

324 宅地建物関連事務費 指導、監督をはじめとした宅地建物取引業法関連事業に係る費用 宅地建物取引業法
324,
350

0 3

325 国土計画・土地利用事務費 土地利用調整、地価調査等に要する経費 公有地の拡大の推進に関する法律、地方自治法、国土利用計画法
325,
467

0 4

326 その他土木管理に要する経費 他に含まれない、土木管理事業関係経費 土地収用法、建築基準法、建設業法、道路法 0 5

01 土木管理費　小計 13,383 58,706 236,264 140,359 138,569 91,627 540,339 152,123 0 6

02 道路橋りょう費 327 道路維持費 道路清掃や道路の維持・修繕に係る事業費（橋りょうを含む） 道路法、道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律、同法施行令 0 7

328 道路改修事業費 道路維持に含まれない道路改良事業等に係る事業費 道路法、道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律、同法施行令 0 8

329 交通安全事業費 道路パトロールや交通安全施設整備（カーブミラー等）等に係る事業費 交通安全施設等整備事業の推進に関する法律、同法施行令 0 9

330 除排雪に要する経費 道路の除排雪に係る事業費（除雪機械整備を含む） 1 0

331 その他道路橋りょう関係に要する経費 その他の道路橋りょう費 道路法、道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律、同法施行令 1 1

02 道路橋りょう費　小計 1 2

03 河川海岸費
332 河川管理費 河川、海岸の補修、調査、治水対策等に係る費用

河川法、水防法、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律、土砂災害警戒区
域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

1 3

333 ダム管理費 ダム・ポンプ場・排水施設の管理運営費 河川法 1 4

334 砂防等事業に要する経費
土砂災害（土石流、急傾斜地の崩壊、地すべり）に係る危険の周知・防止対策、警
戒避難体制の整備、一定の開発行為の制限による住宅等の新規立地の抑制等費用

砂防法、地すべり等防止法、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律、土砂
災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

1 5

335 その他河川海岸関係に要する経費 河川に係る関係機関、団体との協議・調整 河川法 1 6

03 河川海岸費　小計 1 7

04 港湾費 336 港湾管理費 港湾の政策・経営に係る研究、調査費用等 港湾法 1 8

337 その他港湾に要する経費 上記に含まれないその他港湾に要する経費 1 9

04 港湾費　小計 2 0

05 街路費 338 街路維持費 街路清掃や街路の維持・修繕、屋外広告物等の指導・規制等にかかる費用 2 1

339 交通政策事業費
公共交通の利用促進やバス路線の維持・再編、地域交通体系の企画調整等に係る経
費

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律
339,
466

2 2

340 その他街路に要する経費 上記に含まれないその他街路に要する経費 自転車活用推進法 2 3

05 街路費　小計 2 4

06 公園費 341 公園管理費 公園の除草、施設補修等の維持管理係る費用（公園整備費及び委託料を含む） 地方自治法、都市公園法 2 5

342 その他公園に要する経費 上記に含まれないその他公園に要する経費 2 6

06　公園費　小計 2 7

07 下水道費
343 下水道事業費

公共下水道事業（終末処理場及び排水施設）、都市下水路事業等に要する経費（下
水路台帳整備費等を含む）

下水道法 2 8

344 その他下水道に要する経費 上記に含まれないその他下水道に要する経費 2 9

07 下水道費　小計 3 0

08 区画整理費等
345 都市計画・区画整理等に要する経費

土地区画整理法に基づいて行う区画整理、改造事業及び事業助成費等（まちづくり
推進、景観保存を含む開発・建築行為の指導監督等に係る費用、都市計画行政に係
る事務費用、都市施設としての駐車場事業会計への操出金又は貸付金を含む）

都市計画法 3 1

346 その他区画整理に要する経費 上記に含まれないその他区画整理に要する経費 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 3 2

08　区画整理費等　小計 3 3

09 住宅費 347 公営住宅、市営住宅に要する経費 公営住宅維持管理、家賃滞納者収納事業等費用（住宅整備費及び委託料を含む） 公営住宅法 3 4

348
住宅整備に要する経費（公営住宅、市営住宅を除
く。）

長期優良住宅への補助をはじめとした民間住宅補助費用、住宅管理費用等（宅地造
成事業を含む）

3 5

349 住宅耐震対策事業費 民間住宅耐震化推進事業に係る費用
349,
492

3 6

350 宅地建物関連事務費 指導、監督をはじめとした宅地建物取引業法関連事業に係る費用 宅地建物取引業法
324,
350

3 7

351 空き家対策に要する経費
空き家に係る実態調査や管理・除却、空き家バンクの運営等の空き家対策に要する
経費（空き家の改修等に対する補助を含む）

217,
351,
453

3 8

352 その他住宅に要する経費 上記に含まれないその他住宅に要する経費 3 9

09 住宅費　小計 4 0

10 空港費 353 空港管理費に要する経費
空港の維持、修繕に係る負担金等（空港の政策・経営に係る研究、調査費用等を含
む）

4 1

354 その他空港に要する経費 上記に含まれないその他空港に要する経費 4 2

10 空港費等　小計 4 3

06 土木費　合計 13,383 58,706 236,264 140,359 138,569 91,627 540,339 152,123 4 4

07 警察費 01 警察費 355 警察施設・装備管理費 警察関係施設、設備、装備に係る経費 警察官職務執行法 4 5

356 警察人事管理事務費 警察の人事管理費、事務費と当該事業に係るシステム関係経費 警察法 4 6

357 交通行政事務費 交通安全を図るための交通指導、取り締まりに係る経費 道路交通法、自動車の保管場所の確保等に関する法律 4 7

358 その他の警察費に要する経費 上記以外の警察に係る経費 4 8

01 警察費　小計 4 9

07 警察費　合計 5 0

08 消防費 01 消防費
359 常備消防に要する経費

消防署所（消防庁舎の維持管理費を含まない）、消防車両及び人員に要する経費
（一部事務組合・広域連合等に対する負担金を含む）（消防救急デジタル無線の維
持管理に要する経費を除く）

消防組織法、消防法、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律 13,023 15,483 1,024 2,927 300,697 3,970 332,130 311,186 5 1

360 消防救急デジタル無線の維持管理に要する経費 消防救急デジタル無線の維持管理に要する経費
360,
488

5 2

361 消防職員の教育訓練に要する経費 消防職員の教育訓練に要する経費（消防学校の運営経費を含む） 消防法、消防組織法
361,
485

5 3

362 消防団等地域防災強化に要する経費
消防分団車庫及び装備品等の整備、自主防災組織等との連携強化並びに公務員、若
年層及び女性の更なる入団の促進に係る経費

消防法、消防組織法、消防施設強化促進法、消防団を中核とした地域防災力の充実
強化に関する法律

362,
487

5 4

363 防災情報システム事務費
被害状況等を総合的に収集するため、システムに要する経費（気象情報システム経
費を含む）

消防組織法、消防施設強化促進法
363,
489

5 5

364 消防庁舎維持管理費 消防庁舎維持管理に関する経費（光熱水費を含む） 5 6

365 救急関係事業費
市民の応急手当講習の受講促進及び応急手当の市民指導者の養成に係る経費（救急
啓発費を含む）

消防組織法、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律
215,
365

5 7

366 地域防災計画等策定事務費 地域防災計画策定に係る経費 災害対策基本法
366,
490

5 8

367 防災訓練事務費 地域の防災訓練に係る経費（総合防災訓練等を含む） 消防組織法、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律
367,
491

5 9

368 災害救助に要する経費
災害救助、災害発生に備えた他地域との連絡調整・情報提供等関係経費（見舞金を
含む）

災害対策基本法、消防組織法、災害弔慰金の支給等に関する法律
147,
368

6 0

369 消防人事管理に要する経費 消防の人事管理に係る事務費と当該事業に係るシステム関係経費 6 1

370 その他消防関係に要する経費 その他消防にかかる経費
消防組織法、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律、災害対策基
本法

6 2

371 その他防災関係に要する経費 その他防災に関する経費 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律
371,
493

6 3

01 消防費　小計 13,023 15,483 1,024 2,927 300,697 3,970 332,130 311,186 6 4

08 消防費　合計 13,023 15,483 1,024 2,927 300,697 3,970 332,130 311,186 6 5

色に着色した歳出小区分については、団体により異なる歳出大区分・中区分に計上していることが考えられるため、複数の歳出大区分・中区分の下に歳出小区分を設定したもの。計上に当たっては、貴団体の計上している歳出大区分・中区分の下に設定されている歳出小区分にのみ、決算額を計上されたい。

色に着色した歳出小区分については、社会保障関係の事業に係る経費に相当し、「社会保障施策に要する経費」に関する調査の「様式１（地方単独事業として実施する社会保障関係事業に要する経費）」と同じ区分を用いている。対応関係については、別添２「区分対比表（地方単独事業（ソフト）決算額調査区分／社会保障関係事業に要する経費調査区分）」を参照されたい。



[AGNHY298]

地方単独事業（ソフト）の決算額の状況　その２ 令和４年度 １１１頁

団体コード １４３６６９ 都道府県名 神奈川県

表番号 ９２ 団  体  名 開成町
（単位：千円）

(25) (26) (27) (28) (29) (30) (31) (32) (33) (34) (35) (36) (37) (38) (39) (40) (41) (42) (43) (44) (45) (46) (47) (48)

単　　　独　　　事　　　業　　　費 単独合計 一般行政経費 Ｏについて、

同 一 人件費 物件費 維持補修費 扶助費 補助費等 普通建設 災害復旧 失業対策 公債費 積立金 投資・出資金 貸付金 繰出金 前年度繰上 単独合計 同一小区分が

大枝番 中枝番 番号 歳出小区分 事務の内容 関係法律 小 区 分 の うち備品 うち地方債 うち都道府県に うち市町村に うち一部事務組合 うち公営企業 うち税還付金 事業費 事業費 事業費 うち市町村に うち年度内 うち公営企業 充用金 複数設定されて 行

複 数 設 定 先 購入費 発行手数料等 対するもの 対するもの に対するもの 繰出金 対するもの 回収分 繰出金 いるものを合算

Ａ Ｂ ａ ｂ Ｃ Ｄ Ｅ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ ｈ ｉ Ｍ ｊ Ｎ Ａ～Ｎ Ｏ Ｐ

09 教育費 01 教育総務費
372

幼稚園就園奨励費助成に要する経費
※超過負担分を含む

幼稚園就園奨励費補助事業のうち、地方公共団体の独自事業（都道府県の単独助成
分を含む）に要した経費（地方公共団体が超過負担している経費を含む）

地方教育行政の組織及び運営に関する法律
372,
414

288,154 377,130 9,580 47,573 12,001 442 725,300 379,551 379,551 0 1

373 幼児教育に要する経費 就学前教育実態調査、就学前教育推進事業に係る費用（障害児教育を除く） 0 2

374 障害児教育等幼児教育支援事業費
小・中学校における特別支援教育支援員の配置など、特別支援教育の充実に要した
経費

374,
394,
400,
410

0 3

375 私立幼稚園助成（地方単独事業分）に要する経費
私立幼稚園に対する助成、私立幼稚園児のための授業料補助に要した経費（「預か
り保育」の実施など、保育サービスの充実に要した経費を含む）

学校教育法、私立学校法、私立学校振興助成法、子ども・子育て支援法
375,
415

0 4

376 私立小・中学校助成に要する経費
私立小・中学校生徒のために授業料補助、私立小・中学校生徒への経常費補助等の
私立小・中学校生徒への助成事業費

学校教育法、私立学校法、私立学校振興助成法
376,
397,
403

0 5

377 私立高等学校助成に要する経費
私立高等学校生徒のために授業料補助、私立高等学校への経常費補助等の私立高等
学校への助成事業費

学校教育法、私立学校法、私立学校振興助成法
377,
407

0 6

378 私立大学校助成に要する経費
私立大学校生徒のために授業料補助、私立大学校への経常費補助等の私立大学校へ
の助成事業費

378,
435,
457

0 7

379
私学助成に要する経費（私立幼稚園、私立小・中学
校、市立高等学校、私立大学は除く。）

上記に分類できない私立学校生徒のために授業料補助、私立学校への経常費補助等
の私立学校への助成事業費

学校教育法、私立学校法、私立学校振興助成法 0 8

380 奨学金貸与・給付に要する経費 高等学校奨学金貸与事業等就学資金補助に係る費用（地域改善対策奨学金を含む）
380,
408,
436

0 9

381 いじめ・不登校対策事業費 いじめ、不登校への対応とそれを防ぐための生徒指導等に係る経費
地方教育行政の組織及び運営に関する法律、義務教育の段階における普通教育に相
当する教育の機会の確保等に関する法律

1 0

382 教職員人事管理事務費
教職員の福利厚生、研修、給与事務等をはじめとした人事管理とそのシステムに係
る経費

地方教育行政の組織及び運営に関する法律、教育公務員特例法、教職員免許法 1 1

383 教育一般管理事務費
教育委員会の運営費用、教育施策に係る費用 教育に関する他地域との連携、調整
費用

地方教育行政の組織及び運営に関する法律 1 2

384 教育施設管理費 校舎、設備（エアコン、ICT環境整備等）の維持管理費、教育センター運営費等 地方教育行政の組織及び運営に関する法律、教育公務員特例法
384,
423

1 3

385 広報事業費 教育広報紙、教育セミナー事業関係経費 1 4

386 教育相談事務費
電話教育相談、スクールカウンセラー事業（いじめ、不登校等を主な対象とするも
のを除く）

地方教育行政の組織及び運営に関する法律、教育公務員特例法 1 5

387 国際教育事業費
外国語、外国文化に接し、学習するための事業に係る費用 例：ALT配置推進事業、
交換留学生事業、外国人児童生徒支援事業

地方教育行政の組織及び運営に関する法律、教育公務員特例法 1 6

388 特定教育振興事業費
主権者教育、芸術等の文化や産業、いのちの教育など地域独自で推進している分野
に対する教育事業に係る経費

地方教育行政の組織及び運営に関する法律、社会教育法、生涯学習振興法、ユネス
コ活動に関する法律、文化財保護法、劇場、音楽堂等の活性化に関する法律

1 7

389 教育研究事業費
教育、教育指導に係る研究やその研究センターに係る事業費（教職員による指導方
法、授業内容の向上のためのもの）

地方教育行政の組織及び運営に関する法律、教育公務員特例法 1 8

390 教育振興事業費
学力・学習状況調査、学力向上推進等事業に係る経費（生徒の学習状況把握、学力
向上のためのもの）

地方教育行政の組織及び運営に関する法律、教育公務員特例法、教職員免許法 1 9

391
私立認定こども園（地方単独事業分）（１号認定分）
助成に要する経費

私立認定こども園の運営に対する助成に要した経費（１号認定分） 2 0

392 その他教育総務関係に要する経費 他に含まれない教育、学校関係事業費 劇場、音楽堂等の活性化に関する法律 2 1

01 教育総務費　小計 288,154 377,130 9,580 47,573 12,001 442 725,300 379,551 2 2

02 小学校費
393

準要保護児童生徒援助・給食援助(地方単独事業分）
に要する経費

経済的理由により小学校及び中学校への就学が困難な児童生徒の保護者に対し、学
用品・医療費・給食費等の給付に要した経費（地方単独事業分）

学校教育法
393,
399,
432

2 3

394 障害児教育等幼児教育支援事業費
小・中学校における特別支援教育支援員の配置など、特別支援教育の充実に要した
経費

374,
394,
400,
410

2 4

395 小学校関係に要する経費
小学校に係る経費全般。小学校に係る需用費等の管理運営費（施設管理費、光熱水
費を除く）、初等教育推進事業、小学校教職員費等

学校教育法、公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律、
義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律、学校図書館法、学校保健安

2 5

396 小学校施設管理費 小学校の施設管理（光熱水費を含む）、維持補修に係る経費 学校教育法 2 6

397 私立小・中学校助成に要する経費
私立小・中学校生徒のために授業料補助、私立小・中学校生徒への経常費補助等の
私立小・中学校生徒への助成事業費

学校教育法、私立学校法、私立学校振興助成法
376,
397,
403

2 7

398 その他小学校に要する経費 上記に含まれないその他小学校に要する経費 2 8

02 小学校費　小計 2 9

03 中学校費
399

準要保護児童生徒援助・給食援助(地方単独事業分）
に要する経費

経済的理由により小学校及び中学校への就学が困難な児童生徒の保護者に対し、学
用品・医療費・給食費等の給付に要した経費（地方単独事業分）

学校教育法
393,
399,
432

3 0

400 障害児教育等幼児教育支援事業費
小・中学校における特別支援教育支援員の配置など、特別支援教育の充実に要した
経費

374,
394,
400,
410

3 1

401 中学校関係に要する経費
中学校に係る経費全般。中学校に係る需用費等の管理運営費（施設管理費、光熱水
費を除く）、中等教育推進事業、中学校教職員費等

学校教育法、公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律、
義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律、学校図書館法、学校保健安

3 2

402 中学校施設管理費 中学校の施設管理（光熱水費を含む）、維持補修に係る経費 学校教育法 3 3

403 私立小・中学校助成に要する経費
私立小・中学校生徒のために授業料補助、私立小・中学校生徒への経常費補助等の
私立小・中学校生徒への助成事業費

学校教育法、私立学校法、私立学校振興助成法
376,
397,
403

3 4

404 その他中学校に要する経費 上記に含まれないその他中学校に要する経費 3 5

03 中学校費　小計 3 6

04 高等学校費
405 高等学校関係に要する経費

高等学校に係る経費全般。高等学校に係る需用費等の管理運営費（施設管理費、光
熱水費を除く）、高等教育推進事業、高等学校教職員費等

学校教育法、公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律、学校
図書館法、学校保健安全法

3 7

406 高等学校施設管理費 高等学校の施設管理（光熱水費を含む）、維持補修に係る経費 3 8

407 私立高等学校助成に要する経費
私立高等学校生徒のために授業料補助、私立高等学校への経常費補助等の私立高等
学校への助成事業費

学校教育法、私立学校法、私立学校振興助成法
377,
407

3 9

408 奨学金貸与・給付に要する経費 高等学校奨学金貸与事業等就学資金補助に係る費用（地域改善対策奨学金を含む）
380,
408,
436

4 0

409 その他高等学校に要する経費 上記に含まれないその他高等学校に要する経費 4 1

04 高等学校費　小計 4 2

05 特別支援学校費

410 障害児教育等幼児教育支援事業費
小・中学校における特別支援教育支援員の配置など、特別支援教育の充実に要した
経費

374,
394,
400,
410

4 3

411 特別支援学校管理費 特別支援学校の運営、特別支援教育等に係る事業費
学校教育法、義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律、学校図書館
法、学校保健安全法

4 4

412 その他特別支援学校に要する経費 上記に含まれないその他特別支援学校に要する経費 4 5

05 特別支援学校費　小計 4 6

06 幼稚園費 413 公立幼稚園（地方単独事業分）に要する経費
公立幼稚園の運営経費、幼稚園の施設関係経費、保育教諭確保対策、幼稚園臨教職
員費を含む

子ども・子育て支援法、学校教育法、学校保健安全法 4 7

414
幼稚園就園奨励費助成に要する経費
※超過負担分を含む

幼稚園就園奨励費補助事業のうち、地方公共団体の独自事業（都道府県の単独助成
分を含む）に要した経費（地方公共団体が超過負担している経費を含む）

地方教育行政の組織及び運営に関する法律
372,
414

379,551 4 8

415 私立幼稚園助成（地方単独事業分）に要する経費
私立幼稚園に対する助成、私立幼稚園児のための授業料補助に要した経費（「預か
り保育」の実施など、保育サービスの充実に要した経費を含む）

学校教育法、私立学校法、私立学校振興助成法、子ども・子育て支援法
375,
415

4 9

416
公立認定こども園（地方単独事業分）（１号認定分）
助成に要する経費

公立認定こども園の運営経費（１号認定分） 5 0

417 その他幼稚園に要する経費 上記に含まれないその他幼稚園に要する経費 5 1

06 幼稚園費　小計 5 2

07 社会教育費
418 公立子ども若者支援施設管理費

青少年の健全な育成を図るための青少年センター等、青少年保護育成の推進のため
の公立施設の運営経費

児童福祉法
15,
418

5 3

419 私立子ども若者支援施設助成に要する経費
青少年の健全な育成を図るための青少年センター等、青少年保護育成の推進のため
の私立の施設の運営に対する助成に要した経費

児童福祉法
28,
419

5 4

420 図書館管理費 図書館に係る管理運営費、需用費、その他活動費 図書館法 5 5

421 社会教育に要する経費
他に含まれない社会教育施設の管理運営に係る費用 人権尊重のための教育事業に
係る費用（青少年教育、男女共同参画推進等）

社会教育法、生涯学習振興法 5 6

422 公民館管理費 公民館に係る管理運営費、需用費、その他事務費等 社会教育法、生涯学習振興法 5 7

423 教育施設管理費 校舎、設備（エアコン、ICT環境整備等）の維持管理費、教育センター運営費等 地教行法、教育公務員特例法
384,
423

5 8

424 文化施設管理費
博物館、美術館、動物園等の文化施設の管理運営費、維持補修費 当該施設内にて
行われるイベントに係る費用

地方教育行政の組織及び運営に関する法律、劇場、音楽堂等の活性化に関する法
律、博物館法

5 9

425 文化財保護事業費 文化財保護、保存に係る費用 文化財の普及、調査、記録の編纂に係る費用 文化財保護法 6 0

426 文化発信・イベント事業費 文化・歴史に係る情報の発信、イベント関係経費 劇場、音楽堂等の活性化に関する法律、博物館法
426,
438

434,559 6 1

427 その他社会教育に要する経費 その他の社会教育に要する経費 6 2

07 社会教育費　小計 6 3

08 体育施設費等 428 体育施設管理費 陸上競技場、体育館をはじめとした体育施設の管理運営費、維持補修費 スポーツ基本法、社会教育法、学校保健法、地教行法 6 4

429 スポーツ振興事業費
選手育成、スポーツイベントの開催、スポーツ振興・普及事業、スポーツ団体支援
等に係る経費

スポーツ基本法、社会教育法、学校保健法、地教行法 6 5

430 その他保健体育関係に要する経費 学校における体育指導、保健指導に係る費用 学校の部活動関係経費 スポーツ基本法、社会教育法、学校保健法、地教行法 6 6

08 体育施設費等　小計 6 7

09 学校給食費 431 学校給食実施に要する経費 給食実施のための経費、給食センター管理運営費 学校給食法 6 8

432
準要保護児童生徒援助・給食援助(地方単独事業分）
に要する経費

経済的理由により小学校及び中学校への就学が困難な児童生徒の保護者に対し、学
用品・医療費・給食費等の給付に要した経費（地方単独事業分）

学校教育法
393,
399,
432

6 9

433 その他学校給食に要する経費 上記に含まれないその他学校給食に要する経費 7 0

09 学校給食費　小計 7 1

10 大学費 434 公立大学に要する経費 公立大学への補助金、支援に係る費用（施設関係経費を含む） 学校教育法 7 2

435 私立大学校助成に要する経費
私立大学校生徒のために授業料補助、私立大学校への経常費補助等の私立大学校へ
の助成事業費

378,
435,
457

7 3

436 奨学金貸与・給付に要する経費 高等学校奨学金貸与事業等就学資金補助に係る費用（地域改善対策奨学金を含む）
380,
408,
436

7 4

437 その他大学に要する経費 上記に含まれないその他大学に要する経費 7 5

10 大学費　小計 7 6

09 教育費　合計 288,154 377,130 9,580 47,573 12,001 442 725,300 379,551 7 7

色に着色した歳出小区分については、団体により異なる歳出大区分・中区分に計上していることが考えられるため、複数の歳出大区分・中区分の下に歳出小区分を設定したもの。計上に当たっては、貴団体の計上している歳出大区分・中区分の下に設定されている歳出小区分にのみ、決算額を計上されたい。

色に着色した歳出小区分については、社会保障関係の事業に係る経費に相当し、「社会保障施策に要する経費」に関する調査の「様式１（地方単独事業として実施する社会保障関係事業に要する経費）」と同じ区分を用いている。対応関係については、別添２「区分対比表（地方単独事業（ソフト）決算額調査区分／社会保障関係事業に要する経費調査区分）」を参照されたい。



[AGNHY298]

地方単独事業（ソフト）の決算額の状況　その２ 令和４年度 １１２頁

団体コード １４３６６９ 都道府県名 神奈川県

表番号 ９２ 団  体  名 開成町
（単位：千円）

(49) (50) (51) (52) (53) (54) (55) (56) (57) (58) (59) (60) (61) (62) (63) (64) (65) (66) (67) (68) (69) (70) (71) (72)

単　　　独　　　事　　　業　　　費 単独合計 一般行政経費 Ｏについて、

同 一 人件費 物件費 維持補修費 扶助費 補助費等 普通建設 災害復旧 失業対策 公債費 積立金 投資・出資金 貸付金 繰出金 前年度繰上 単独合計 同一小区分が

大枝番 中枝番 番号 歳出小区分 事務の内容 関係法律 小 区 分 の うち備品 うち地方債 うち都道府県に うち市町村に うち一部事務組合 うち公営企業 うち税還付金 事業費 事業費 事業費 うち市町村に うち年度内 うち公営企業 充用金 複数設定されて 行

複 数 設 定 先 購入費 発行手数料等 対するもの 対するもの に対するもの 繰出金 対するもの 回収分 繰出金 いるものを合算

Ａ Ｂ ａ ｂ Ｃ Ｄ Ｅ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ ｈ ｉ Ｍ ｊ Ｎ Ａ～Ｎ Ｏ Ｐ

10 総務費 01 総務管理費/
　 企画費

438 文化発信・イベント事業費 文化・歴史に係る情報の発信、イベント関係経費 劇場、音楽堂等の活性化に関する法律、博物館法
426,
438

422,428 311,735 240 47,484 133,255 10,191 101,066 1,015,968 434,559 434,559 0 1

439 地域協働事業費
自治会の振興やボランティア活動の推進、ＮＰＯ法人の認定事務等に要する経費
（自治会やボランティア団体等に対する補助含む）、高齢者の生活支援等の地域の
くらしを支える仕組みづくりの推進に計上される経費

住居表示に関する法律、住民基本台帳法 0 2

440 ふるさと納税関係事業費
ふるさと納税の啓発等に要する費用（ふるさと納税を活用した事業経費を含まな
い）

440,
473

0 3

441 地域防犯対策・交通安全対策事業費
地域防犯力の強化、交通安全対策、交通事故相談等に係る経費（交通遺児対策も含
む）

交通安全対策基本法 0 4

442 広報・広聴事業費
広報誌の発行、広報番組の放送、ホームページの運用管理等の広報活動に要する経
費、広聴活動や住民相談等に要する経費（観光ＰＲに係る経費を除く）

0 5

443 公有財産管理費 公有財産の維持管理に要する経費（庁舎及び特定目的施設を除く） 地方自治法 0 6

444 庁舎管理費 庁舎（支所を含む）の維持管理、運営に要する経費（水道光熱費含む） 地方自治法 0 7

445 その他一般管理費 各歳出小区分に含まれないその他一般管理費（秘書用務、首長交際費等） 0 8

446 文書行政事務費 公文書管理、法令審査関係、個人情報保護等に係る経費 住居表示に関する法律、行政不服審査法、個人情報保護法 0 9

447 政策調整事務費 各種計画策定、広域行政、東京事務所運営等に係る経費
地方自治法、地方教育行政の組織及び運営に関する法律、国土形成計画法、国土利
用計画法、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律、男女共同参画

1 0

448 国際交流に要する経費
地域国際化や姉妹都市交流、外国人留学生受け入れ等に係る経費（国際交流関係団
体への補助含む）

1 1

449 旅券発給事務費 旅券発給事務に要する経費 1 2

450 人事管理事務費 職員の研修、健康管理等に係る経費
地方自治法、地方公務員法、恩給法、地方公務員等共済組合法、地方公務員災害補
償法、労働安全衛生法

1 3

451 出納・契約・監査事務費 出納・入札・契約に係る経費、外部監査委託費等 地方自治法 1 4

452 財務会計システムの整備・運用に要する経費 財務会計システムの導入等に係る費用を計上。保守費用、稼働維持費等を含む。 1 5

453 空き家対策に要する経費
空き家に係る実態調査や管理・除却、空き家バンクの運営等の空き家対策に要する
経費（空き家の改修等に対する補助を含む）

217,
351,
453

1 6

454 市町村連絡調整事務費 市町村の行財政運営支援、その他連絡調整に要する経費
地方交付税法、地方自治法、辺地整備法、過疎地域自立促進特別措置法、地方公営
企業法、地方税法、地方公務員法等

454,
480

1 7

455 統計事務費
地域経済力分析、各種統計調査の実施、統計資料の作成等に要する経費（職員の統
計リテラシー向上に係る経費を含む）

住居表示に関する法律、住民基本台帳法、統計法
455,
494

1 8

456 人事委員会・公平委員会事務費
人事委員会・公平委員会（事務局含む）の運営に係る経費（採用等に係る経費を含
む）

地方公務員法、職員団体等の法人格の付与に関する法律
456,
496

1 9

457 私立大学校助成に要する経費
私立大学校生徒のために授業料補助、私立大学校への経常費補助等の私立大学校へ
の助成事業費

378,
435,
457

2 0

458 自治体クラウドの推進に要する経費

自治体クラウドの推進に関する経費。業務システムの標準化を行うための経費、
ハードウェア整備に係る経費、データ移行に係る経費、途中解約等システム移行に
係る経費、その他クラウド導入等に係る経費。基幹系システムに加え、基幹系シス
テムとともに共同化する内部管理系システムに係る経費を含む。なお、毎年度発生
する経費ではなく、クラウド導入時又は導入に向けた取組のため発生する経費を計

行政手続における特定の個人を識別するための番号利用等に関する法律 2 1

459 情報セキュリティ構造改革に要する経費

住民情報の流出防止の徹底に係る経費、LGWAN接続系とインターネット接続系の分
割に係る経費、自治体情報セキュリティクラウドの構築・運用・管理等に係る経費
（市町村から都道府県への負担金等を含む）及びこれらに付随して情報セキュリ
ティ対策の強化に要した経費。

行政手続における特定の個人を識別するための番号利用等に関する法律 2 2

460
マイナンバー制度の基盤になる住基ネット等の運用に
要する経費

都道府県ノードの維持管理、ＬＧＷＡＮ接続に関する費用等。情報連携端末のリー
ス料及び保守料、暖帯内統合宛名システムの運用経費。住民基本台帳ネットワーク
システムの運用に要する経費。

行政手続における特定の個人を識別するための番号利用等に関する法律 2 3

461
統一的な基準による財務書類の作成等に係るシステム
の整備・運用に要する経費

統一的な財務書類の作成に係るソフトウェア導入等（ソフトウェア、ミドルウェア
及び機器の購入費、ＳＥの導入作業費等を含む）に係る費用を計上。保守費用、稼
働維持費等を含む。

行政手続における特定の個人を識別するための番号利用等に関する法律 2 4

462 ICTの利用による住民サービスの向上に要する経費
ＩＣＴの利活用による住民サービスの向上及びテレワーク等による業務効率化の推
進に要する経費。

行政手続における特定の個人を識別するための番号利用等に関する法律 2 5

463 地域情報化事業費 情報通信技術（ICT）やデータ活用を通じた地域課題解決に要する経費。 2 6

464 地域おこし協力隊関係事業費 地域おこし協力隊の募集・活動に要する経費（地域おこし協力隊の報酬等を除く） 2 7

465 地域振興事業費
移住定住の促進、過疎地域における産業振興、中山間地域の振興等に要する経費
（地域おこし協力隊関係事業費に計上するものを除く）

2 8

466 交通政策事業費
公共交通の利用促進やバス路線の維持・再編、地域交通体系の企画調整等に係る経
費

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律
339,
466

2 9

467 国土計画・土地利用事務費 土地利用調整、地価調査等に要する経費 公有地の拡大の推進に関する法律、地方自治法、国土利用計画法
325,
467

3 0

468 エネルギー政策関係事業費
再生可能エネルギー導入、次世代エネルギー普及啓発等のエネルギー政策に要する
経費

216,
313,
468

3 1

469 水資源対策事業費 用水受給の調整等の水資源対策にかかる経費 3 2

470 地球温暖化対策推進事業に要する経費 地球温暖化対策推進に係る経費
環境基本法、地球温暖化防止法、地球温暖化対策の推進に関する法律、環境教育等
による環境保全の取組に関する法律、国等による環境物品等の調達の推進等に関す
る法律

207,
470

3 3

471 その他情報・システムに要する経費 情報・システムに関する経費でその他の区分に該当しない経費。 3 4

472 その他総務関係に要する経費
各歳出小区分に含まれないその他総務費（その他一般管理費、その他情報・システ
ムに要する経費に計上するものを除く）

国土調査法 3 5

01 総務管理費/企画費　小計 422,428 311,735 240 47,484 133,255 10,191 101,066 1,015,968 434,559 3 6

02 徴税費
473 ふるさと納税関係事業費

ふるさと納税の啓発等に要する費用（ふるさと納税を活用した事業経費を含まな
い）

440,
473

3 7

474 税務行政事務費 収納・滞納整理、納税啓発等の税務行政経費 地方自治法、地方税法 3 8

475 税務システムの整備・運用に要する経費 税務システムの導入等に係る費用を計上。保守費用、稼働維持費等を含む。 3 9

476 その他徴税に要する経費 上記に含まれないその他徴税に要する経費 4 0

02 徴税費　小計 4 1

03 戸籍・住民
　 基本台帳費

477 戸籍・住民基本台帳事務費 住居表示に係る事務費や住民票・戸籍証明書交付等に係る経費
戸籍法、地方公共団体の手数料の標準に関する政令、健康保険法、国民年金法、児
童扶養手当法、公害健康被害の補償等に関する法律、雇用保険法、住民基本台帳法
等

4 2

478 住民基本台帳ネットワークシステム運用事務費 住民基本台帳ネットワークシステムの運用に要する経費 住民基本台帳法
478,
481

4 3

479 その他戸籍・住民基本台帳に要する経費 上記に含まれないその他戸籍・住民基本台帳に要する経費 4 4

03 戸籍・住民基本台帳費　小計 4 5

04 市町村振興費
480 市町村連絡調整事務費 市町村の行財政運営支援、その他連絡調整に要する経費

地方交付税法、地方自治法、辺地整備法、過疎地域自立促進特別措置法、地方公営
企業法、地方税法、地方公務員法等

454,
480

4 6

481 住民基本台帳ネットワークシステム運用事務費 住民基本台帳ネットワークシステムの運用に要する経費 住民基本台帳法
478,
481

4 7

482 その他市町村振興に要する経費
市町村に対する財政支援、市町村振興宝くじによる交付金等の市町村振興を目的と
した経費

4 8

04 市町村振興費　小計 4 9

05 選挙費 483 選挙に要する経費 選挙管理委員会の運営、選挙の啓発・執行等に要する経費（事務費含む） 地方自治法、公職選挙法 5 0

484 その他選挙に要する経費 上記に含まれないその他選挙に要する経費 5 1

05 選挙費　小計 5 2

06 防災費
485 消防職員の教育訓練に要する経費 消防職員の教育訓練に要する経費（消防学校の運営経費を含む） 消防法、消防組織法

361,
485

5 3

486 消防防災ヘリ管理費 消防防災ヘリの運営・維持管理に係る費用 消防法、消防組織法 5 4

487 消防団等地域防災強化に要する経費
消防分団車庫及び装備品等の整備、自主防災組織等との連携強化並びに公務員、若
年層及び女性の更なる入団の促進に係る経費

消防法、消防組織法、消防施設強化促進法、消防団を中核とした地域防災力の充実
強化に関する法律

362,
487

5 5

488 消防救急デジタル無線の維持管理に要する経費 消防救急デジタル無線の維持管理に要する経費
360,
488

5 6

489 防災情報システム事務費
被害状況等を総合的に収集するため、システムに要する経費（気象情報システム経
費を含む）

消防組織法、消防施設強化促進法
363,
489

5 7

490 地域防災計画等策定事務費 地域防災計画策定に係る経費 災害対策基本法
366,
490

5 8

491 防災訓練事務費 地域の防災訓練に係る経費（総合防災訓練等を含む） 消防組織法、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律
367,
491

5 9

492 住宅耐震対策事業費 民間住宅耐震化推進事業に係る費用
349,
492

6 0

493 その他防災関係に要する経費 その他防災に関する経費 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律
371,
493

6 1

06 防災費　小計 6 2

07 統計調査費
494 統計事務費

地域経済力分析、各種統計調査の実施、統計資料の作成等に要する経費（職員の統
計リテラシー向上に係る経費を含む）

住居表示に関する法律、住民基本台帳法、統計法
455,
494

6 3

495 その他統計調査に要する経費 上記に含まれないその他統計調査に要する経費 6 4

07 統計調査費　小計 6 5

08 人事委員会費
496 人事委員会・公平委員会事務費

人事委員会・公平委員会（事務局含む）の運営に係る経費（採用等に係る経費を含
む）

地方公務員法、職員団体等の法人格の付与に関する法律
456,
496

6 6

497 その他人事委員会に要する経費 上記に含まれないその他人事委員会に要する経費 6 7

08 人事委員会費　小計 6 8

09 監査委員費 498 監査委員事務費 監査委員（事務局含む）の活動・運営に係る経費 地方自治法 6 9

499 その他監査委員に要する経費 上記に含まれないその他監査委員に要する経費 7 0

09 監査委員費　小計 7 1

10 総務費　合計 422,428 311,735 240 47,484 133,255 10,191 101,066 1,015,968 434,559 7 2

11 議会費 01 議会費 500 議会関係に要する経費 議会の運営、議会だよりの発行、行政視察に係る旅費に係る経費 地方自治法 88,432 9,103 875 98,410 9,978 7 3

501 その他議会に要する経費 上記に含まれないその他議会に要する経費 7 4

01 議会費　小計 88,432 9,103 875 98,410 9,978 7 5

11 議会費　合計 88,432 9,103 875 98,410 9,978 7 6

12 災害復
　 旧費

01 災害復旧費
502 災害復旧に要する経費 災害復旧事業に要する経費 7 7

503 その他災害復旧に要する経費 上記に含まれないその他災害復旧に要する経費 7 8

01 災害復旧費　小計 7 9

12 災害復旧費　合計 8 0

13 公債費 01 公債費
504 公債費

地方債の元利償還金、一時借入金の利子、公募費等の発行差額及び公債関係の事務
取扱に要する経費

499,502 499,502 8 1

01 公債費　小計 499,502 499,502 8 2

13 公債費　合計 499,502 499,502 8 3

14 諸支出
　 金等

01 諸支出金等

505 諸支出金等に要する経費

諸支出金、前年度繰上充用金、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交
付金、分離課税所得割交付金、道府県民税所得割臨時交付金、地方消費税交付金、
ゴルフ場利用税交付金、特別地方消費税交付金、自動車取得税交付金、軽油引取税
交付金、自動車税環境性能割交付金、利子割清算金

8 4

01 諸支出金等　小計 8 5

14 諸支出金等　合計 8 6

色に着色した歳出小区分については、団体により異なる歳出大区分・中区分に計上していることが考えられるため、複数の歳出大区分・中区分の下に歳出小区分を設定したもの。計上に当たっては、貴団体の計上している歳出大区分・中区分の下に設定されている歳出小区分にのみ、決算額を計上されたい。

色に着色した歳出小区分については、社会保障関係の事業に係る経費に相当し、「社会保障施策に要する経費」に関する調査の「様式１（地方単独事業として実施する社会保障関係事業に要する経費）」と同じ区分を用いている。対応関係については、別添２「区分対比表（地方単独事業（ソフト）決算額調査区分／社会保障関係事業に要する経費調査区分）」を参照されたい。



[AGNHY273] 令和４年度 ５０頁

　　　　　　　　　　　　　　　　　一　時　借　入　金　の　状　況
団体コード １４３６６９ 都道府県名 神奈川県
表番号 ９３ 団　体　名 開成町

(1)

0 1 4,352,470

(単位：千円)
その１（普通会計の合計） (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15)

区　　　　　分 行 令和4年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 令和5年４月 ５月 ６月

令 和 3 年 度 0 2

0 3

月 末 残 高 令 和 4 年 度 0 4

0 5

令 和 5 年 度 0 6

借 入 金 残 高 の ﾋ ﾟ ｰ ｸ 令 和 4 年 度 0 7

一 時 借 入 金 利 子 令 和 4 年 度 0 8

(1) (2) (3) (4)

令和4年度当初予算 令和4年度最終予算

標財規模に
占める割合

標財規模に
占める割合

0 9 550,000 12.6 550,000 12.6

(1) (2)

令和4年度

標財規模に
占める割合

1 0

(単位：千円)

その２（公営企業を除く公営事業会計） (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15)

区　　　　　分 行 令和4年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 令和5年４月 ５月 ６月

令 和 3 年 度 1 1

1 2

月 末 残 高 令 和 4 年 度 1 3

1 4

令 和 5 年 度 1 5

借 入 金 残 高 の ﾋ ﾟ ｰ ｸ 令 和 4 年 度 1 6

一 時 借 入 金 利 子 令 和 4 年 度 1 7

(1)

1 8 3,237,967

(1) (2) (3) (4) (5) (6)

令和4年度当初予算 令和4年度最終予算

標財規模に
占める割合

歳入合計に
占める割合

標財規模に
占める割合

歳入合計に
占める割合

1 9 70,000 1.6 2.2 70,000 1.6 2.2

(1) (2) (3)

令和4年度

標財規模に
占める割合

歳入合計に
占める割合

2 0

標 準 財 政 規 模

借 入 金 残 高 の ピ ー ク

予算で定めた一時借入金の借入れの最高額

予算で定めた一時借入金の借入れの最高額

借 入 金 残 高 の ピ ー ク

歳 入 合 計

行

行

行

区 分

区 分

区 分

区 分

行



[AGNHY274]
令和４年度 １００頁

後期高齢者医療事業会計決算の状況（市町村）
都道府県名 神奈川県

団体コード １４３６６９ 団　体　名 開成町
表番号 ９４

(単位：千円）

区             分 行 決 算 額 区             分 行 決 算 額

1 0 1 228,367 (1)  歳入歳出差引額 0 1 7,097 (18)

134,166 (2) 収  繰越又は支払繰延等 (19)

歳 2 30,373 (3) (20)

(1) 30,373 (4)  実質収支額 7,097 (21)

29,364 (5) 支  繰出金 (22)

入 3 604 (6)  再差引収支額 7,097 (23)

4 15,633 (7) 1 (24)

274,977 (8) 人 任期の定めのない常勤職員 (25)

1 1,887 (9) 任　 期　 付　　職　　員 (26)

(1) 1,887 (10) 件 再　 任　 用　　職　　員 (27)

歳 664 (11) (28)

(2) (12) 費 任期の定めのない常勤職員 (29)

2 250,918 (13) 任　 期　 付　　職　　員 (30)

3 (14) の 再　 任　 用　　職　　員 (31)

出 4 (15) (32)

5 15,075 (16) 状 2 664 (33)

267,880 (17) 3 (34)

況 4 (35)

5 (36)

664 (37)

5 年 4 月 1 日 現 在
Ｌ 1 (38)

参 (39)

考 1 (40)

5.3.31 2,556 (41)

繰 入 金

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料

う ち 特 別 徴 収 保 険 料

一 般 会 計 繰 入 金

うち保険基盤安定繰入金

繰 越 金

そ の 他 の 収 入

歳 入 合 計 （ １ ～ ４ ） Ａ

総 務 費

総 務 管 理 費

う ち 人 件 費

徴 収 費

後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金

繰 出 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

そ の 他 の 支 出

歳 出 合 計 （ １ ～ ５ ） Ｂ

職 員 給

地 方 公 務員 共 済組 合 等負 担 金

退 職 金

そ の 他

事 務 職 員 数 （ 人 ）

人 件 費 合 計 （ １ ～ ５ ）

被 保 険 者 数 （ 人 ）

Ａ － Ｂ

Ａ－Ｂ－Ｄ＋Ｅ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

Ｇ

Ｆ ＋ Ｇ

のうち未収入特定財源Ｄ

Ｌ の う ち 会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ） 数 （ 人 ）

Ｌ の う ち 会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ） 数 （ 人 ）

会 計 年 度 任 用 職 員

（ パ ー ト タ イ ム ） 報 酬 等

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

(1)
基
本
給

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

(2)
そ
の
他
の
手
当



[AGNHY275]
令和４年度 １０１頁

後期高齢者医療事業会計決算の状況
(広域連合) 都道府県名 神奈川県

団  体  名 開成町

団体コード １４３６６９

表番号 ９５
(単位：千円)

区 分 行 　決　　 算　　 額 区 分 行 　決　　 算　　 額

 1  市町村支出金 0 1 (1)  3  都道府県財政安定化基金拠出金 0 1 (33)

(1) 市町村負担金 (2)  4  特別高額医療費共同事業拠出金 (34)

  うち保険料等負担金 (3)
歳

 5  保健事業費 (35)

  うち療養給付費負担金 (4)   うち健康診査費 (36)

(2) 市町村補助金 (5)  6  基金積立金 (37)

 歳
 2  国庫支出金 (6)  7  公債費 (38)

(1) 国庫負担金 (7)
出

 8  繰出金 (39)

  うち療養給付費負担金 (8)  9  前年度繰上充用金 (40)

(2) 国庫補助金 (9)  10 その他の支出 (41)

  うち財政調整交付金 (10) 歳出合計（１～１０） (42)

 3  都道府県支出金 (11)  歳入歳出差引額 (43)

(1) 都道府県負担金 (12)  繰越又は  療養諸費等 (44)

  うち療養給付費負担金 (13)
収

 支払繰延等  その他の経費 (45)

(2) 財政安定化基金支出金 (14)  計 (46)

(3) 都道府県補助金 (15)  翌年度負担金等  精算交付額 (47)

 4  支払基金交付金 (16)  精算予定額  精算還付額 (48)

 5  特別高額医療費共同事業交付金 (17)
支

 差引 (49)

入
 6  繰入金 (18)  実質収支額 (50)

(1) 一般会計繰入金 (19) (51)

(2) 基金繰入金 (20)  1  職員給 (52)

 7  繰越金 (21)
人

任期の定めのない常勤職員 (53)

 8  都道府県財政安定化基金借入金 (22) 任　 期　 付　　職　　員 (54)

 9  その他の収入 (23)
件

再　 任　 用　　職　　員 (55)

歳入合計（１～９） (24) (56)

 1  総務費 (25)
費

任期の定めのない常勤職員 (57)

歳
 2  保険給付費 (26) 任　 期　 付　　職　　員 (58)

(1) 療養諸費 (27)
の

再　 任　 用　　職　　員 (59)

療養給付費 (28) (60)

審査支払手数料 (29)
状

 2 (61)

出
その他 (30)  3  地方公務員共済組合等負担金 (62)

(2) 高額療養費 (31)
況

 4  退職金 (63)

(3) その他医療給付費 (32)  5  その他 (64)

 人件費合計（１～５） (65)

5年4月1日 現在事務職員数(人) (66)

参 (67)

考 (68)

5.3.31 現在基金現在高 (69)

再
(70)

掲
(71)

Ｂ

Ａ － Ｂ Ｃ

Ｇ － Ｈ

Ｋ ＋ Ｇ － Ｈ

Ａ－Ｂ－Ｄ－Ｅ

Ｇ

Ｈ

Ｉ

Ｊ

Ｋ

Ｆ

Ｅ

Ｄ

1

3

2

Ａ

Ｌ

市 町 村 後 期 高 齢 者 医 療 事 業
特 別 会 計 繰 出 金

一 般 会 計 繰 出 金

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ）

(1)
基
本
給

(2)
そ
の
他
の
手
当

会 計 年 度 任 用 職 員

（ パ ー ト タ イ ム ） 報 酬 等

Ｌ の う ち 会 計 年 度 任 用 職 員
（ フ ル タ イ ム ） 数 （ 人 ）

Ｌ の う ち 会 計 年 度 任 用 職 員
（ パ ー ト タ イ ム ） 数 （ 人 ）



[AGNHY276]
令和４年度 ５５頁

団体コード １４３６６９ 選挙費の内訳 都道府県名 神奈川県

表番号 ９６ 団  体  名 開成町
(単位:千円)

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7)

２　都道府県選挙分 ３　市区町村選挙分

区　　　　　　　分 行 １　国政選挙分 ４　その他 計（１～４）
都道府県知事

選挙分
都道府県議会議員

選挙分
市区町村長
選挙分

市区町村議会議員
選挙分

一 人 件 費 0 1 5,353 1,230 41 156 6,780

二 物 件 費 0 2 3,902 2,321 33 3 6,259

三 維 持 補 修 費 0 3

四 補 助 費 等 0 4 82 82

1 国 に 対 す る も の 0 5

2 都 道 府 県 に 対 す る も の 0 6

3 同 級 他 団  体 に 対 す る も の 0 7

4 一  部 事  務  組 合 に 対 す る も の 0 8

5 そ の 他 に  対 す る  も の 0 9 82 82

五 普 通  建  設 事 業 費 1 0

1 補 助  事 業 費 1 1

2 単 独  事 業 費 1 2

3 そ  の 他 1 3

六 そ の 他 1 4

歳 出 合 計 1 5 9,337 3,551 74 159 13,121



[AGNHY295] 令和４年度 ７５頁

都道府県名 神奈川県

団体コード １４３６６９ 　基 　金　の　状　況 団　体　名 開成町

表番号 ９７ （復旧・復興事業分）  （単位：千円）
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7)

積　　 　立　 　　基　　 　金 定 額 運 用 基 金

区 分 行 1 財政調整基金 2 減 債 基 金  そ の 他 特 定 合 計 (1 ～ 3) 1 土地開発基金  そ の 他 定 額 合 計 (1 ～ 2)
 目  的  基  金 運  用  基  金 

令和 3 年  度  末　現　在　高 0 1

令
和

歳     出     決     算     額 0 2

4
取 崩 し 額

0 3

年
度 歳 計 剰 余 金 処 分 に よる も の 0 4

調 整 額 0 5

令和4年度末現在高 0 6

1 現 金 ・ 預 金 0 7

の
2 信 託 0 8

管
3 有 価 証 券 0 9

理
う　　ち　　　地　　　方　　　債 1 0

状
4 出 資 金 1 1

況
5 土 地 1 2

6 そ の 他 1 3

(定額運用基金にあっては繰出金)

＋ ＋ ＋－

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

3 2

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ



[AGNHY296] 令和４年度 ９４頁

都道府県名 神奈川県

団体コード １４３６６９ 　基 　金　の　状　況 団　体　名 開成町

表番号 ９８ （全国防災事業分）  （単位：千円）
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7)

積　　 　立　 　　基　　 　金 定 額 運 用 基 金

区 分 行 1 財政調整基金 2 減 債 基 金  そ の 他 特 定 合 計 (1 ～ 3) 1 土地開発基金  そ の 他 定 額 合 計 (1 ～ 2)
 目  的  基  金 運  用  基  金 

令和 3 年  度  末　現　在　高 0 1

令
和

歳     出     決     算     額 0 2

4
取 崩 し 額

0 3

年
度 歳 計 剰 余 金 処 分 に よる も の 0 4

調 整 額 0 5

令和4年度末現在高 0 6

1 現 金 ・ 預 金 0 7

の
2 信 託 0 8

管
3 有 価 証 券 0 9

理
う　　ち　　　地　　　方　　　債 1 0

状
4 出 資 金 1 1

況
5 土 地 1 2

6 そ の 他 1 3

(定額運用基金にあっては繰出金)

＋ ＋ ＋－

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

3 2

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ



[AGNHY299]
令和４年度 １１３頁

都道府県名 神奈川県

団体コード １４３６６９ 基金の状況調 団 体 名 開成町
表番号 ９９ (１) 積　　立　　基　　金

 （単位：千円）
(1) (2) (3)

令 和 ４ 年 度 末 う ち う ち

区 分 　行 現 在 高 通 常 収 支 分 東 日 本 大 震 災 等 分

Ａ

財 政 調 整 基 金 0 1 979,953 979,953

減 債 基 金 0 2 12,914 12,914

小 　 計 992,867 992,867

0 3 836,632 836,632

合 　 計 1,829,499 1,829,499

 （単位：千円）
(4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16) (17) (18) (19) (20) (21) (22) (23) (24) (25) (26) (27) (28)

令 和 ５ 年　度

積 立 額 取 崩 額 令 和 ５ 年 度 令 和 ５ 年 度 令 和 ５ 年 度 令 和 ５ 年 度 令 和 ５ 年 度 臨 時 調 査 欄 令 和 ５ 年 度 末

区 分 　行 当 初 ６ 月 補 正 後 ９ 月 補 正 後 １ ２ 月 補 正 後 最 終 補 正 後 臨 時 調 査 欄 決 算 見 込 額 今 後 補 正 当 初 ６ 月 補 正 後 ９ 月 補 正 後 １ ２ 月 補 正 後 最 終 補 正 後 臨 時 調 査 欄 決 算 見 込 額 今 後 補 正 当 初 予 算 時 点 ６ 月 補 正 後 ９ 月 補 正 後 １ ２ 月 補 正 後 最 終 補 正 後 現 在 高

予 算 額 予 算 額 予 算 額 予 算 額 予 算 額 見 込 額 予 算 額 予 算 額 予 算 額 予 算 額 予 算 額 見 込 額 現 在 高 現 在 高 現 在 高 現 在 高 現 在 高 見 込 額

ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ ｈ ｉ ｊ ｋ ｌ ｍ ｎ ｏ ｐ ｑ ｒ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ

財 政 調 整 基 金 0 1 4 4 200,000 200,000 779,957 779,957 779,957

減 債 基 金 0 2 12,914 12,914 12,914

小 　 計 4 4 200,000 200,000 792,871 792,871 792,871

0 3 4,551 4,551 24,884 95,023 816,299 746,160 746,160

合 　 計 4,555 4,555 224,884 295,023 1,609,170 1,539,031 1,539,031

 （単位：千円）
(29) (30) (31)

令 和 ６  年　度

積 立 額 取 崩 額 令 和 ６ 年 度

区 分 　行 当 初 当 初 当 初 予 算 時 点

予 算 額 予 算 額 現 在 高

ｓ ｔ Ｉ

財 政 調 整 基 金 0 1

減 債 基 金 0 2

小 　 計

0 3

合 　 計

そ の 他 特 定 目 的 基 金

そ の 他 特 定 目 的 基 金

歳 計 剰 余 金
処 分 額
(今後編入予定分)

歳 計 剰 余 金
処 分 額
( 編 入 済 分 )

そ の 他 特 定 目 的 基 金


